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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次 第21期 第22期 第23期 第24期 第25期
決算年月 平成20年８月 平成21年８月 平成22年８月 平成23年８月 平成24年８月

売上高 (千円) 1,170,5832,007,123938,5881,266,9231,103,288

経常利益又は経常損

失（△）
(千円) △65,206 △500,872△287,383 △49,844 21,487

当期純利益又は当期

純損失（△）
(千円) 7,452 △700,941△405,606△389,303 △62,865

持分法を適用した場

合の投資利益
(千円) － － － － －

資本金 (千円) 507,400 507,500 508,250 133,000 133,000

発行済株式総数 (株) 18,506 18,510 18,540 18,786 18,786

純資産額 (千円) 1,328,596621,980 217,873 74,569 11,704

総資産額 (千円) 4,317,4363,575,1643,049,5682,245,3571,775,737

１株当たり純資産額 (円) 71,475.2933,602.3911,751.54△9,826.32△13,429.75

１株当たり配当額

（うち１株当たり中

間配当額）

(円)
－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

１株当たり当期純利

益金額又は１株当た

り当期純損失金額

（△）

(円) 402.88△37,876.44△21,885.65△21,262.96△3,603.42

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額

(円) 383.18 － － － －

自己資本比率 (％) 30.7 17.4 7.1 3.3 0.7

自己資本利益率 (％) 0.6 － － － －

株価収益率 (倍) 766.98 － － － －

配当性向 (％) － － － － －

営業活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △239,781 496,259 △91,321 110,258 256,030

投資活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △1,508,288△605,518△257,523 174,410 323,975

財務活動による

キャッシュ・フロー
(千円) 1,487,194325,140 58,152 △406,363△340,973

現金及び現金同等物

の期末残高
(千円) 342,471 575,724 270,526 144,497 384,011

従業員数

（外、平均臨時雇用

者数）

(人)
95

(16)

100

(24)

97

(18)

72

(14)

70

(16)

　（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．売上高には消費税等が含まれていません。
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３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。　

４．第22期、第23期、第24期及び第25期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在する

ものの１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

５．第22期、第23期、第24期及び第25期の自己資本利益率については、当期純損失を計上しているため記載してお

りません。

６．第22期、第23期、第24期及び第25期の株価収益率については、当期純損失を計上しているため記載しておりま

せん。

７．１株当たり配当額及び配当性向は、配当を行っていないため記載しておりません。　

８．当社は平成19年12月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。

２【沿革】
年月 沿革

昭和40年４月 鹿児島県出水市において鉄工所を故前田務（元社長、元相談役）が個人で創業

昭和63年10月個人経営の鉄工所をマルマヱ工業有限会社（現当社）に改組（出資金2,000千円）

平成９年９月 Ｒ＆Ｄ（切削加工の研究開発）事業部を設置

平成13年４月 株式会社マルマエに商号及び組織変更（資本金10,000千円）

平成15年12月鹿児島県出水郡高尾野町（現出水市）に本店移転、本社新工場竣工、大型５面加工機導入

平成16年４月 工場増設、高回転型門型加工機導入

平成16年12月日本証券業協会によるグリーンシート銘柄に指定

平成17年12月本社第２工場竣工

平成18年２月 鹿児島県出水市に新工場（知識工場）を取得

平成18年12月東京証券取引所マザーズに株式を上場

平成19年２月 熊本事業所（熊本県菊池郡大津町）が稼動を開始

平成20年３月 本社第４工場竣工

平成20年４月 関東事業所（埼玉県朝霞市）が稼動を開始

平成20年５月 熊本事業所組立工場竣工

平成20年９月 熊本事業所加工工場増設

平成23年４月 熊本事業所の閉鎖

平成23年７月 事業再生ＡＤＲ手続の成立
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３【事業の内容】

（１）事業の内容

（事業の内容）

当社の事業の内容は、ＦＰＤ（※１）・半導体・太陽電池等の製造装置に使用される真空チャンバーや電極な

どの重要部品の製造を行う精密切削加工事業であります。なお、当事業年度より精密切削加工事業のみの単一セ

グメントとなっております。

当社は、昭和40年の創業以来、タンク製造及び配管等の溶接事業を主な事業としておりましたが、平成９年９

月、当社代表取締役社長である前田俊一が経営していたオートバイのレース用部品製造を主たる事業とする個人

企業“Ｔ'sＭ'sＲ＆Ｄ”の事業を当社が引継ぎ、Ｒ＆Ｄ事業部を設置いたしました。当社ではＲ＆Ｄ事業部の設

置を起点として精密加工部品を製造する切削加工事業へ転換いたしました。

当社では、その後、オートバイのレース用部品、発電所用蒸気タービン部品、防衛庁向け部品、医療装置部品、産

業用ロボット部品、半導体製造装置関連部品、ＦＰＤ製造装置関連部品及び太陽電池製造装置関連部品へ展開し

てまいりました。現在は、主にＦＰＤ製造装置と太陽電池製造装置に使用される、チャンバー及び電極の製造が主

力となっております。近年、これらの製品は、使用されるガラス基板と共に急激に大型化が進んでおり、部品の大

型化に対応できるメーカーが限られている状況です。

当社は、これらの部品を製造できる大型マシニングセンタ（※２）等の大型工作機械に集中投資しながら製

造能力の拡大を図っております。

（製品分野）

①ＦＰＤ製造装置関連部品

用途：液晶及びプラズマディスプレイパネル製造装置及び検査装置を構成する部品です。

特徴：チャンバーと呼ばれる耐真空容器や電極と呼ばれるチャンバー内蔵物を製造しております。これらの部

品は部品サイズが大きく（第８世代（※３）のチャンバーでは大きさは、約3.3ｍ角×高さ約１ｍであ

ります。）、形状が複雑で非常に歪み易く、かつ厳しい平面度が要求されるアルミ製部品です。

②半導体製造装置関連部品

用途：半導体製造装置及び検査装置を構成する部品です。

特徴：半導体関連製造装置部品は、製造装置及び検査装置を構成する部品の中でも形状が複雑で非常に歪み易

い部品、微細な傷さえも許容されない高品位な部品、高い平面度が要求されるアルミ他多種金属部品で

す。

③太陽電池製造装置関連部品

用途：太陽電池パネルの製造装置を構成する部品です。

特徴：主に、太陽電池パネル製造工程の中でもＣＶＤ工程（薄いシリコン皮膜を基板上に生成する工程）に使

われる部品であり、複雑な形状をしております。当該部品製造には、電子ビーム溶接や切削加工及び表面

処理の工程など複数の工程が必要であり、幅広い加エノウハウが必要とされるアルミ製部品です。

④その他の分野

用途：発電所用タービンブレード、オートバイのレース用部品、光学分野（カメラ・顕微鏡）・医療装置など

の産業用装置部品、水質浄化装置部品などを製造しております。

特徴：各分野の最終製品を構成する部品の中でも、複雑な形状や高い平面度が必要であるなど歪みの少なさが

要求される部品、あるいは溶接や表面処理を含む多工程が必要な部品などで、アルミ他各種金属製の部

品です。

（安定的生産の取り組み）

ＦＰＤ製造装置用及び半導体製造装置並びに太陽電池製造装置用の消耗部品の受注にも注力しており、当該業

界の設備投資動向に左右されにくい生産体制の構築に取り組んでおります。

（生産拠点及び製造設備）

当社は、鹿児島県出水市及び埼玉県朝霞市に生産拠点があり、平成24年８月31日現在マシニングセンタ31台、Ｎ

Ｃ旋盤（※４）７台及びその他11台の合計49台の切削機械装置を保有しております。

（製造技術・ノウハウ）

当社は、現在までの多分野の部品製造によって蓄積された切削手順に関するノウハウ並びにＣＡＤ／ＣＡＭ

（※５）にデータとして蓄積された使用工具種類、切削回転数及び切削速度等に関する切削条件ノウハウを使用

することにより、マシニングセンタ及びＮＣ旋盤等の切削機械装置で効率的な各種部品製造を行っております。

また、当社では、ＣＡＤ／ＣＡＭの活用によりプログラミング時間を短縮するとともに、最高毎分20,000回転と

いう高速・高精度マシニングセンタ群を駆使することにより、高速切削と高能率加工が可能であります。
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（生産面の特徴）

当社が特に得意とする分野は、歪みがあってはならない部品、複雑な形状をした部品、高い精度を要求される大

型部品、技術的に難易度の高い部品などであります。

現在、当社が製造する主なＦＰＤ製造装置関連部品は、ＦＰＤ製造装置に組み込まれ、製造装置メーカーを通じ

て液晶製造工場に納品され、また、太陽電池製造装置関連部品及び半導体製造装置関連部品も同様に製造装置

メーカーを通じて、半導体製造工場及び太陽電池製造工場に納品されております。

※１　ＦＰＤ　　　　　………Flat Panel Displayの略で薄型テレビの総称。

※２　マシニングセンタ………自動工具交換機能を持ち、回転する工具によって工作物を切削する工作機械。

※３　第７世代　　　　………約1,800mm×2,200mmのサイズのガラス基板。

第８世代　　　　………約2,200mm×2,500mmのサイズのガラス基板。

第９世代　　　　………約2,400mm×2,800mmのサイズのガラス基板。

第10世代　　　　………約2,900mm×3,100mmのサイズのガラス基板。

ガラス基板用のマザーガラスのサイズが年々大きくなっており、おおよその大きさを世代で表現しており

ます。

※４　ＮＣ旋盤　　　　………旋盤は、回転している材料に刃物を当てて、円柱や円筒形状の部品を削る工作機械で

す。ＮＣ旋盤の"ＮＣ"とは、"Numerical Control（数値制御）"の略であり、数値

制御によって操作される旋盤であります。

※５　ＣＡＤ／ＣＡＭ　………Computer Aided Design / Computer Aided Manufacturingの略であり、設計／生産

活動のためのプログラムをコンピュータにより支援するものです。2.5次元ＣＡ

Ｄ／ＣＡＭでは、平面図に高さの情報を加えるだけで簡単な立体表示・加工プロ

グラミングを行うことができます。３次元ＣＡＤ／ＣＡＭでは、複雑な３次元形

状の製品の回転表示や加工プログラミングを行うことができます。

（２）事業系統図

当社事業の系統図は以下のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

該当事項はありません。

５【従業員の状況】

（１）提出会社の状況

当社は、精密切削加工事業のみの単一セグメントとなっております。そのため、セグメント区分別の従業員数は

記載しておりません。

平成24年８月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

70(16) 35.3 5.0 4,070

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（嘱託社員、パートタイマー等を含みます。）は、年間の平均人員を

（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

（２）労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（１）業績

当事業年度におけるわが国経済は、大震災からの復興需要等はあるものの、雇用情勢や所得の動向は依然厳しく、円

高の為替水準が継続するとともに、欧州の債務危機の深刻化など、世界的景気減速等を背景として、景気は回復の動き

に足踏みが見られました。

当社の主な販売分野であるＦＰＤ業界におきましては、テレビ向けの液晶パネルの需給が悪化していることで関連

する大型液晶パネルの設備投資が停滞し、中小型液晶タッチパネルや有機ＥＬディスプレイ製造装置の設備投資につ

きましても、回復傾向から停滞へ変化が見られるなど全般的には低調に推移しました。半導体業界におきましても、タ

ブレット型パソコンやスマートフォン等による需要拡大局面から転じて停滞局面に入りました。太陽電池業界におき

ましては、日本国内の家庭用の結晶系太陽電池の需要は好調でありましたが、中国の新興メーカーの台頭などアジア

地域を中心とした生産が増加していることにより需給が悪化し急激な価格低下が続いております。ただし、太陽電池

の需要につきましては、再生可能エネルギーに関する政府方針にも関連し、家庭用のみならず大規模発電所用途も中

長期的に再成長していく可能性が高まっている状況です。

このような経済状況のもと、当社は、世界的に投資意欲が減退する中、タブレット型パソコンやスマートフォン向け

を中心としたＦＰＤ分野・半導体分野で、新規顧客への販路拡大や従来顧客への深耕化を行いました。また、受注安定

化を目指して、その他分野においても活発な営業活動を行うことで原子力関連や通信関連の受注を獲得いたしまし

た。全般的には、当社の主な販売分野であるＦＰＤ分野・半導体分野の設備投資の動きは鈍く、厳しい環境下ではあり

ましたが、新規開拓や独自技術の開発が奏功し当初予想程度の売上高となりました。損益面では事業再生ＡＤＲ手続

の事業再生計画の生産構造改革の一環である熊本事業所売却を始めとした固定資産売却による固定費削減とマルマ

エ生産方式の構築等の生産性向上により営業利益は大幅に改善いたしました。なお、上記熊本事業所売却に伴う営業

外費用として休止固定資産の減価償却費を９百万円計上し、特別損失として固定資産売却損を35百万円、本社遊休資

産の減損損失を35百万円とその他の事業構造改善費用として16百万円計上しました。

この結果、当事業年度の業績は、売上高が1,103百万円(前年同期比12.9％減)、営業利益は50百万円(前年同期比

902.6％増)、経常利益は21百万円(前年同期の経常損失は49百万円)、当期純損失は62百万円(前年同期の当期純損失は

389百万円)となりました。

なお、セグメントの業績は、当事業年度より精密切削加工事業の単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。

（２）キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、384百万円となり、前事業年度末と比較し

て239百万円増加しております。

主な要因は、営業活動によって獲得した256百万円のキャッシュ・フロー及び、有形固定資産の売却等を行った投資

活動に伴う323百万円の収入並びに長期借入金の返済等による財務活動によるキャッシュ・フローが△340百万円で

あったことによるものであります。

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は、256百万円（前年同期は110百万円の獲得)となりました。これは主に、税引前当期

純損失59百万円、減価償却費152百万円、減損損失35百万円を計上したこと、売上債権の減少による資金の増加133百万

円及びたな卸資産の減少による資金の増加25百万円等がありましたが、仕入債務の減少による資金の減少15百万円、

未払消費税等の減少による資金の減少23百万円、利息の支払額21百万円及び法人税等の支払額５百万円等があったこ

とによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果獲得した資金は、323百万円（前年同期は174百万円の獲得)となりました。これは主に、有形固定資

産の売却による収入343百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、340百万円（前年同期は406百万円の使用)となりました。これは長期借入金の返済

による支出335百万円及びファイナンス・リース債務の返済による支出５百万円によるものであります。
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（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

　
平成20年

８月期

平成21年

８月期

平成22年

８月期

平成23年

８月期

平成24年

８月期

自己資本比率（％） 30.7 17.4 7.1 3.3 0.7

時価ベースの自己資本比率（％） 132.4 46.1 19.8 23.3 21.8

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 － 4.0 － 18.4 6.6

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） － 12.5 － 3.1 11.7

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注）１．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式総数をベースに計算しております。

２．キャッシュ・フローは、営業活動キャッシュ・フローを利用しております。

３．有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象として

おります。

４．平成20年８月期及び平成22年８月期については、キャッシュ・フローがマイナスであるため、キャッ

シュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオは記載しておりません。
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２【生産、受注及び販売の状況】

　当社は、精密切削加工事業の単一セグメントであるため、セグメントの記載に代えて製品分野別に記載しておりま

す。　

（１）生産実績

　当事業年度の生産実績を製品分野別に示すと、次のとおりであります。

製品分野別の名称
当事業年度

（自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日）

前年同期比（％）

ＦＰＤ製造装置関連部品（千円） 526,904 79.1

半導体製造装置関連部品（千円） 491,059 94.4

太陽電池製造装置関連部品（千円） 4,098 11.1

その他（千円） 69,301 283.8

合計（千円） 1,091,364 87.4

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

（２）受注状況

　当事業年度の受注状況を製品分野別に示すと、次のとおりであります。

製品分野別の名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

ＦＰＤ製造装置関連部品　 456,511 62.4 87,104 54.8

半導体製造装置関連部品 481,102 91.7 25,173 72.7

太陽電池製造装置関連部品 4,164 13.6 294 129.1

その他 79,181 297.4 13,712 473.2

合計 1,020,958 86.8 126,284 64.2

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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（３）販売実績

　当事業年度の販売実績を製品分野別に示すと、次のとおりであります。

製品分野別の名称
当事業年度

（自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日）

前年同期比（％）

ＦＰＤ製造装置関連部品（千円） 528,494 78.9

半導体製造装置関連部品（千円） 490,552 94.1

太陽電池製造装置関連部品（千円） 4,098 11.1

その他（千円） 80,142 234.0

合計（千円） 1,103,288 87.1

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであ

ります。

　

相手先

前事業年度
（自　平成22年９月１日
至　平成23年８月31日）

当事業年度
（自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

日本発条株式会社　 196,943 15.5 249,207 22.6

ワイエイシイ株式会社 186,727 14.7 146,250 13.3

アルバック九州株式会社 49,862 3.9 126,211 11.4

３．最近２事業年度の主な輸出先、輸出販売高及び割合は、次のとおりであります。

（　）内は総販売実績に対する輸出高の割合であります。

輸出先

前事業年度
（自　平成22年９月１日
至　平成23年８月31日）

当事業年度
（自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

韓国 55,062 47.1 57,942 49.4

アメリカ 43,027 36.8 － －

シンガポール 18,781 16.1 59,409 50.6

合計
116,871

（9.2％）
100.0

117,351

（10.6％）
100.0
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３【対処すべき課題】

当社は、平成23年７月19日付で事業再生ＡＤＲ手続が成立したことを受けて、事業再生計画を遂行し、業績の回復、

財務基盤の向上を目指してまいります。

当事業年度末の事業再生計画の進捗と対処すべき課題につきましては、下記の通りです。

①生産構造改革

平成24年２月13日に公表しました「固定資産の譲渡及び特別損失の計上に関するお知らせ」のとおり本事業再生

計画の施策のうち本事業年度に予定されていた余剰資源削減の一環として、平成23年４月11日にお知らせいたしまし

た熊本事業所の閉鎖等に伴い、熊本事業所の土地建物・構築物・付帯設備を譲渡いたしました。その他の売却予定の

資産につきましては市場環境の変化により一部生産設備等の売却を見送る検討を行い、金融機関からの理解も得られ

ており事業再生計画の変更には当たらないものと認識しております。

また、生産性向上策としましては、研究開発部門を組成し独創的技術開発を加速する他、独自の生産手順等をまとめ

た「マルマエ生産方式」の確立を行うことによって時間当たり加工単価の向上を図るなど、多台持ちや多能工化に

よって機械稼働時間の向上を図ることとしております。

固定費の変動費化につきましては、社内生産量の安定化を図るため、加工協力会社との取引を拡大し、市況や受注の

変動に耐えうる体制の構築することを課題としております。

これら生産構造改革の効果により市場環境が厳しい中でも業績は順調に推移し、収益性の向上による経営基盤の改

善が継続的に見込める状況にあります。

②営業改革

事業再生計画開始当初より受注責任を明確化するため「営業部」を新設した上で、受注時の判断基準（見積設定）

を明確化し、案件別採算性の向上を図っており、継続して改善傾向にあります。

売上高増加策については、最重要施策として取り組んでいます。半導体製造装置分野の高付加価値リピート品の獲

得を課題として取り組んでおり、当事業年度中におきましては、新規大口顧客の獲得等の成果が出てきております。

③組織改革

当事業年度より組織を改編し、権限と責任を職務分掌上明確にし、また周知させ、その業務目標の達成を実現する体

制としております。

その他事業再生計画の経営体制強化の一環として、株式会社鹿児島銀行より役員を招聘し、平成23年11月26日開催

の第24期定時株主総会にて承認可決され、同日専務取締役として就任しております。
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４【事業等のリスク】

当社の業績は多岐にわたる変動要因の影響を受ける可能性があります。有価証券報告書に記載した事業の状況、経

理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあ

ります。

なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

（１）主要市場での需要の急激な変動について

当社は、主にＦＰＤ業界及び半導体業界を対象として、その生産ラインで用いられる各種生産設備部品の製造・

販売を行っていますが、ＦＰＤ業界におきましてクリスタルサイクル、半導体業界におきましてシリコンサイクル

と呼ばれる業界特有の好不況の波が存在します。

当社におきましては、メーカーの設備投資動向に左右されない消耗品などの安定的な販売が見込める分野の受注

に注力するなどの対策を行い、業績への影響を最小限にすべく努力しております。

しかしながら、これらの景気変動によって、当社の業績及び財務状況に影響を与える可能性があります。

　最近５年間の売上高、製品分野別売上高、売上総損益、営業損益、経常損益、当期純損益の推移は下表のとおりであ

ります。

回次 第21期 第22期 第23期 第24期 第25期
決算年月 平成20年８月 平成21年８月 平成22年８月 平成23年８月 平成24年８月

売上高（千円） 1,170,5832,007,123938,5881,266,9231,103,288　

　 精密切削加工事業小計 1,170,583878,732 917,9421,261,9791,103,288　

　
ＦＰＤ製造装置関連

部品（千円）
672,748 604,080 466,699 669,721528,494　

　
半導体製造装置関連

部品（千円）
247,192 150,953 332,403 521,213490,552　

　
太陽電池製造装置関

連部品（千円）
181,496 61,338 61,087 36,792 4,098　

　 その他（千円） 69,146 62,360 57,753 34,251 80,142　

　 装置組立事業　小計 － 1,128,39020,645 4,944 －

　

ＦＰＤ製造装置　

（千円）
－ 272,595 7,153 250 －

太陽電池製造装置

（千円）　
－ 855,795 － － －

その他（千円）　 － － 13,492 4,694 －

売上総利益又は売上総損失

（△）　（千円）
217,397△308,693△14,184 185,462225,171　

営業利益又は営業損失

（△）　　（千円）
△39,864△546,526△227,382 5,025 50,384　

経常利益又は経常損失

（△）　　（千円）
△65,206△500,872△287,383△49,844 21,487　

当期純利益又は当期純損失

（△）　（千円）
7,452 △700,941△405,606△389,303△62,865　

（注）１．売上高には消費税等が含まれていません。

２．財務諸表については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、三優監査法人の監査を受

けておりますが、製品分野別売上高については、当該監査を受けておりません。
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（２）価格競争について

当社の属する精密機械加工部品の分野は、多数の同業他社がひしめく、非常に参入業者の多い分野です。それらの

加工部品群の中でも当社は、高付加価値部品を得意分野としております。

しかしながら、今後は、設備があるだけでは受注量を増やすことは難しく、付加価値の低い製品分野だけでなく、

高付加価値な製品分野においても、低コスト化への対応が重要となっております。

また、他社との競争が激しくなり、価格の下落を加速させる可能性があります。あるいは、為替相場の変動によっ

て海外の同業他社との競争力が落ちる可能性があります。

これら競争の激化により、価格競争力を維持できなくなった場合、当社の業績及び財務状況に影響を与える可能

性があります。

（３）特定の取引先への依存について

当事業年度の販売実績上位３社の構成比率は日本発条株式会社が22.6％（前期構成比率15.5％）、ワイエイシイ

株式会社が13.3％（前期構成比率14.7％）、アルバック九州株式会社が11.4％（前期構成比率3.9％）となってお

り、上位３社の構成比率が47.3％（前期上位３社構成比率42.5％）と4.8ポイント上昇しております。

これらの主要販売先との間では、今後も継続的な取引が見込まれることと、１社当たりの依存度を減らす方針に

基づき新規の取引先拡大に向けた営業を展開しておりますが、何らかの要因でこれらの主要な販売先との取引が縮

小した場合、当社の業績及び財務状況に影響を与える可能性があります。

（４）有利子負債依存度について

当社は、金融機関からの借入を中心に資金調達を行っております。事業再生ＡＤＲ手続等において借入金の圧縮

を図りましたが、有利子負債依存度は依然として高水準にあります。したがいまして、金融環境の変化等により借入

金利が上昇した場合、当社の業績及び財務状況に影響を与える可能性があります。

最近３年間の有利子負債残高及び同残高の総資産に占める割合は下記の通りであります。

回次 第23期 第24期 第25期

決算年月 平成22年８月 平成23年８月 平成24年８月

残高 金額（千円） 割合（％) 金額（千円） 割合（％) 金額（千円） 割合（％)

有利子負債残高合計 2,724,65789.32,029,30690.41,688,33295.1

 
期末借入金残高 2,705,41288.72,015,55589.81,680,34594.6

その他の有利子負債の残高 19,245 0.6 13,751 0.6 7,987 0.4

総資産額 3,049,5681002,245,3571001,775,737100

（５）特定の人物への依存について

当社代表取締役社長である前田俊一は、経営方針の策定、技術の革新、発想、人的ネットワーク等において中心的

な役割を果たしております。当社では、同氏に過度に依存しない経営体質の構築を進めておりますが、何らかの理由

により同氏が経営から退いた場合、当社の業績及び財務状況に影響を与える可能性があります。

（６）人材について

当社は、高度な切削加工技術が要求される製品に対する顧客のニーズに着目し、ＯＪＴなど独自の現場主義教育

で、切削加工技術に関し高い能力を持った人材の育成に注力しております。各々の切削加工技術者がＣＡＤ／ＣＡ

Ｍでのプログラミングを含む、全工程を担当できる多能工として短期間で育成されていくことが、当社の特徴であ

るといえます。

しかしながら、優秀な人材の確保及びその育成が予定通りに進まなかった場合、当社の業績及び財務状況に影響

を与える可能性があります。

（７）小規模な会社組織であることについて

当社は平成24年８月31日現在、取締役４名、監査役３名、従業員70名、臨時雇用者16名と小規模組織であり、内部管

理体制もこのような組織の規模に応じたものとなっています。小規模であるが故の人材流出によるリスク、事業拡

大に伴う組織効率の低下等のリスクがあります。今後当社では、中期事業計画及び事業再生計画に沿って事業の安

定化及び社内システムの拡充等の観点から内部管理体制の強化を図る予定です。

（８）財産権等について

当社は他社の特許権等の知的財産権を侵さないよう細心の注意を払い、受注と技術開発にあたっていますが、切

削加工分野においても積極的に特許申請が行われており、場合によっては第三者の特許権等の知的財産権を侵害す

るとして損害賠償等の請求を受ける可能性があります。
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（９）切削加工技術等のノウハウについて

当社が有する切削速度、使用工具及び切削条件等の切削加工ノウハウの一部は、ＣＡＤ／ＣＡＭ等のデータとし

て保管され、パスワードによるデータへのアクセス制限やデータ消失に備えたネットワークストレージへのバック

アップなどを行っております。

また、複雑形状加工技術、工作機械制御技術及び新素材加工技術など業界の動向に対応した技術の開発及び獲得

のため研修をおこない技術力の維持・向上に努めております。

しかしながら、当社が有する切削加工ノウハウの流出又は消失が起こった場合や業界の動向に対応した技術の開

発及び獲得が遅れた場合には、当社の業績及び財務状況に影響を与える可能性があります。

（10）当社製品に不具合が生じた場合について

当社製品については、社内において品質管理体制を確立しておりますが、種々の要因により不良品の発生の可能

性があります。

当社製品に何らかの不具合が発生した場合には、当社及び当社の切削加工技術に対する信頼が著しく損なわれる

可能性があり、また、設計上の欠陥、製造時の欠陥により、エンドユーザーより製造物責任を追及される可能性があ

り、当社の業績及び財務状況に影響を与える可能性があります。

（11）関連当事者との取引について

当社の金融機関からの借入金について、当事業年度末現在、代表取締役社長である前田俊一から債務保証を受け

ております。なお、債務保証に伴う保証料は支払っておりません。

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所有
（被所有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員 前田俊一 － －
当社代表取

締役

（被所有）

直接　53.1％

当社債務の

保証

債務被保証

(注）
1,680,345－ －

（注）当社の金融機関からの借入につき、債務保証を受けたものであり、取引金額は期末時点の保証残高でありま

す。

（12）特別利害関係者との取引について

当社取締役藤山敏久は平成16年11月11日開催の臨時株主総会において、取締役に選任されております。また株式

会社フジヤマは、藤山敏久の実父である藤山敏己により、発行済株式総数の過半数を所有されている会社でありま

す。このため、同日より株式会社フジヤマは特別利害関係者に該当することとなります。

なお、株式会社フジヤマとの取引は当事業年度において、加工の受託取引がございませんが、取引内容について

は、事前に他社と比較を行い、取引を実施し、今後も公正な取引が行われるよう努めて参ります。

（13）ストック・オプションによる株式の希薄化について

当社は、当社の従業員に対して当社の業績向上に対する意欲や士気を高めるため、新株予約権によるストック・

オプション制度を導入しております。平成24年８月31日現在における新株予約権による潜在株式数は206株であり、

発行済株式総数18,540株の1.1％に相当いたします。これらの新株予約権の行使が行われた場合、保有株式の株式価

値が希薄化する可能性があります。

なお、ストック・オプションの詳細につきましては「第一部　企業情報　第４　提出会社の状況　１　株式等の状況

（２）新株予約権等の状況」の項をご参照ください。

（14）優先株式の発行による株式の希薄化について

当社は、平成23年８月31日に、株式会社鹿児島銀行と株式会社商工組合中央金庫を割当先とする総数246株のＡ種

優先株式を発行しており、当該Ａ種優先株式には平成28年11月１日以降普通株式への転換請求権が付与されており

ます。将来におきましては、Ａ種優先株式の普通株式への転換が行われた場合には、当社普通株式の既存持分の希薄

化、また株価形成に影響を及ぼす可能性があります。

（15）自然災害等に係るリスクについて

当社の生産拠点は、鹿児島県出水市及び埼玉県朝霞市に所在しており、当該地区において地震等の自然災害が発

生した場合には被害を受ける可能性があります。

災害発生により生産活動ができない場合、顧客への製品納入の遅延、売上の低下、修復費用等により、当社の業績

及び財務状況に影響を与える可能性があります。

（16）今後の設備投資計画について

当社は、事業再生ＡＤＲ手続の成立を受け、事業再生計画を遂行中であります。翌事業年度以降における設備投資

計画は、市場環境と社内設備状況を勘案しながら小型生産設備の新設及び老朽設備の更新等を中心として慎重かつ

抑制的に運用していく方針であります。しかしながら、これらの施策が予定どおり進まない場合は、当社の業績及び

財務状況に影響を与える可能性があります。
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（17）為替相場の変動について

平成20年８月期より、ドル建てによる海外向けの受託加工を開始し、前事業年度の輸出比率は9.2％、当事業年度

の輸出比率は10.6％となっております。

為替相場の変動状況によっては、販売時と入金時の為替相場の変動による損失の計上や、外貨建資産負債の為替

換算差損の計上が起こるなど、今後の当社の業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

（18）減損会計について

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として事業所単位を基本とした資産のグルーピングを行ってお

ります。当事業年度において、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである資産グループ及び稼働率が著し

く低下した状態が続いており回復する見込みがない資産並びに設備投資計画が凍結された建設仮勘定の帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（35百万円）として特別損失に計上しております。詳細は、「第

一部　企業情報　第５　経理の状況　１　財務諸表等　（1）財務諸表　注記事項　（損益計算書関係）」をご参照くださ

い。

今後の市場環境の悪化等の要因により、当社の事業用資産が減損会計適用の検討対象となり、当社の事業所にお

いて営業活動から生ずる損益またはキャッシュ・フローが継続してマイナスになった場合や、保有する固定資産の

市場価格が著しく下落した場合など、固定資産の減損会計の適用により追加の特別損失の計上が必要となる可能性

があります。

（19）資金調達について

当社は、平成23年７月19日に成立した事業再生ＡＤＲ手続における事業再生計画上、金融機関からの新規資金調

達には一定の制限があり、適切な時期に金融機関からの運転資金及び設備投資資金を調達できない場合、当社の業

績及び財務状況に影響を与える可能性があります。

（20）継続企業の前提に関する重要事象等

当社は、当事業年度において、営業利益50百万円を計上しておりますが、固定資産売却損や減損損失及び事業構造

改善費用等により当期純損失62百万円を計上しており、前事業年度においては、営業利益５百万円を計上しながら

も当期純損失389百万円を計上している状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象

又は状況が存在しております。

当社は前事業年度より実施しております、事業再生ＡＤＲ手続の事業再生計画における金融支援策や熊本事業所

閉鎖及び人員整理等の施策効果、当事業年度に実施しております生産構造改革により、収益状況は順調に推移し、収

益性の向上による経営基盤の改善が継続的に見込める状況にあります。また、資金面においても、当該事業再生計画

に基づく弁済方法の変更により、安定した事業運営を進めるための十分な運転資金を有している状況であります。

以上により、継続企業の前提に関する重要な不確実性は存在しないと判断しております。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものでありま

す。

 （21）事業再生ＡＤＲ手続における事業再生計画の遂行について

当社は、平成23年７月19日付にて、今後の事業再生に向けた強固な収益体質の確立と、財務体質の抜本的な改善を

図るため、事業再生ＡＤＲ手続を成立させ、その中で、事業再生計画を策定しております。

当社といたしましては、当事業再生計画を着実に成し遂げ、事業再生を達成してまいりたいと考えております。し

かしながら、景気低迷等の事由により、当事業再生計画が未達成に終わった場合には、当社の業績及び財政状態に重

大な影響を及ぼす可能性があります。　
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５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

６【研究開発活動】

当社は、顧客の短納期要請への対応及び高度な精密切削加工技術の獲得のために、試作品の製作による切削加工技

術の研究開発を進めております。

精密切削加工技術の研究開発においては、社長直下に研究開発部門（Ｒ＆Ｄチーム）を置き、その研究開発部門を

中心に営業部門や生産部門と連携を図り、新製品の試作提案を行うことにより今後のリピート製品の受注活動の足が

かりとしています。また、表面処理等の前後工程に対しましては、使用するテストピースを作成し、前後工程の協力会

社と連携することにより製品の上流から下流まで網羅した評価や技術習得を行っております。その他に、時間短縮や

高精度加工の基礎技術を獲得するために、付帯設備の導入やそのテスト加工を行い、研究開発を進めております。

当事業年度の研究開発費の総額は１百万円となっております。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

（１）重要な会計方針及び見積り

　当社の財務諸表は、わが国において一般に更正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。この財

務諸表の作成に当たりましては、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の報告金額及び開

示に影響を与える見積りを必要としております。経営者は、これらの見積りについて過去の実績や現状等を勘案し合

理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合がありま

す。

（２）財政状態の分析

（資産）

当事業年度末の総資産は、前事業年度末に比べて469百万円減少し、1,775百万円となりました。

流動資産は、前事業年度末に比べて73百万円増加し、735百万円となりました。これは主に現金及び預金の増加（前

年同期比239百万円増）、電子記録債権の増加（同87百万円増）、受取手形及び売掛金の減少（同220百万円減）、たな

卸資産の減少（同25百万円減）等によるものであります。

固定資産は、前事業年度末543百万円減少し、1,039百万円となりました。これは主に、減価償却費の計上152百万円、

熊本事業所の譲渡による建物及び構築物の減少223百万円、機械装置の減少７百万円、土地の減少137百万円、本社遊休

資産の減損損失の計上35百万円等によるものであります。

（負債）

当事業年度の負債総額は、前事業年度末に比べて406百万円減少し、1,764百万円になりました。

流動負債は、前事業年度末に比べて122百万円増加し、274百万円となりました。これは主に買掛金の減少（前年同期

比15百万円減）、１年内返済予定の長期借入金の増加（同187百万円増）、未払金の減少（同10百万円減）、未払費用

の減少（同６百万円減）、未払消費税等の減少（同23百万円減）等によるものであります。

固定負債は、前事業年度末に比べて528百万円減少し、1,489百万円になりました。これは主に長期借入金の減少（同

522百万円減）等によるものであります。

（純資産）

当事業年度末の純資産合計は、前事業年度末に比べて62百万円減少し、11百万円となりました。

これは主に当期純損失の計上による利益剰余金の減少（前年同期比62百万円減）であり、総資産に占める自己資本

比率の割合は0.7％となりました。

（３）経営成績の分析　

（売上高）

当事業年度の売上高は、163百万円減少し、1,103百万円（前年同期比12.9％減）となりました。

当社の主な販売分野であるＦＰＤ製造装置分野では、大型液晶パネルの設備投資が停滞し、半導体製造装置分野に

おきましても、停滞局面に入りました。太陽電池業界におきましては、需要が悪化し急激な価格低下が続いておりま

す。ＦＰＤ製造装置分野の売上高は528百万円（同21.1％減)、半導体製造装置分野の売上高は490百万円（同5.9％

減）、太陽電池製造装置分野の売上高は４百万円（同88.9％減）と前事業年度と比較して減少いたしました。

（営業損益）

当事業年度の売上高が前事業年度より163百万円減収となり、売上原価は203百万円減少し、878百万円となり、売上

原価率は79.6％となりました。主な要因は、事業再生ＡＤＲ手続における事業再生計画の生産構造改革が進み生産性

が改善されたことと、製造費用の削減等及び減価償却費が90百万円減少したことなどによるものであります。この結

果、売上総利益225百万円を計上することとなりました。

販売管理及び一般管理費は174百万円（前年同期比3.1％減）となりました。主な要因は、経費削減対策実施に伴う

役員報酬と給料及び手当の削減、旅費及び交通費、支払手数料等の減少であります。 

この結果、当事業年度の営業利益は50百万円（同902.6％増）となりました。
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（経常損益）

営業外収益は、前事業年度と比較して、0.1百万円増加し、３百万円となりました。主な要因は為替差益の増加２百万

円と助成金収入の減少0.8百万円等であります。

　営業外費用は、前事業年度と比較して、25百万円減少し、32百万円となりました。営業外費用減少の主な要因は、支払

利息の減少14百万円、休止固定資産減価償却費の減少２百万円と為替差損の減少７百万円等であります。

当事業年度の経常利益は、営業利益の増加等の結果、21百万円（前年同期は経常損失49百万円）となっております。

（特別損益）

当事業年度の特別利益は６百万円でありました。主な内訳は固定資産売却益３百万円と保険解約返戻金２百万円で

あります。

当事業年度の特別損失は86百万円でありました。主な内訳は固定資産売却損35百万円、事業構造改善費用16百万円、

本社の建設仮勘定の固定資産について、減損損失を35百万円計上いたしました。詳細は、「第５　経理の状況　１．財務

諸表等（1）財務諸表　注記事項　（損益計算書関係）」をご参照ください。

（当期純損失）

当事業年度の当期純損失は、62百万円（前年同期は当期純損失389百万円）となりました。

（４）キャッシュ・フローの状況の分析

「第一部　企業の情報　第２　事業の状況　１　業績等の概要（２）キャッシュ・フローの状況」をご参照ください。

（５）継続企業の前提に関する重要事象等を改善するための対応策等

　当社は、「４　事業等のリスク　（20）継続企業の前提に関する重要事象等」に記載のとおり、当事業年度において、

営業利益50百万円を計上しながらも、固定資産売却損や減損損失及び事業構造改善費用等により当期純損失62百万円

を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

当社は、当該状況を解消すべく、以下の事業再生ＡＤＲ手続における事業再生計画を着実に実行しており、継続企業

の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断し、財務諸表における継続企業の前提に関する注記は記載して

おりません。なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度有価証券報告書提出日現在において当社が判断したもので

あります。

①生産構造改革

平成24年２月13日に公表しました「固定資産の譲渡及び特別損失の計上に関するお知らせ」のとおり本事業再生

計画の施策のうち本事業年度に予定されていた余剰資源削減の一環として、平成23年４月11日にお知らせいたしまし

た熊本事業所の閉鎖等に伴い、熊本事業所の土地建物・構築物・付帯設備を譲渡いたしました。その他の売却予定の

資産につきましては市場環境の変化により一部生産設備等の売却を見送る検討を行い、金融機関からの理解も得られ

ており事業再生計画の変更には当たらないものと認識しております。

また、生産性向上策としましては、研究開発部門を組成し独創的技術開発を加速する他、独自の生産手順等をまとめ

た「マルマエ生産方式」の確立を行うことによって時間当たり加工単価の向上を図るなど、多台持ちや多能工化に

よって機械稼働時間の向上を図ることとしております。

固定費の変動費化につきましては、社内生産量の安定化を図るため、加工協力会社との取引を拡大し、市況や受注の

変動に耐えうる体制の構築することを課題としております。

これら生産構造改革の効果により市場環境が厳しい中でも業績は順調に推移し、収益性の向上による経営基盤の改

善が継続的に見込める状況にあります。

②営業改革

事業再生計画開始当初より受注責任を明確化するため「営業部」を新設した上で、受注時の判断基準（見積設定）

を明確化し、案件別採算性の向上を図っており、継続して改善傾向にあります。

売上高増加策については、最重要施策として取り組んでいます。半導体製造装置分野の高付加価値リピート品の獲

得を課題として取り組んでおり、当事業年度中におきましては、新規大口顧客の獲得等の成果が出てきております。

③組織改革

当事業年度より組織を改編し、権限と責任を職務分掌上明確にし、また周知させ、その業務目標の達成を実現する体

制としております。

その他事業再生計画の経営体制強化の一環として、株式会社鹿児島銀行より役員を招聘し、平成23年11月26日開催

の第24期定時株主総会にて承認可決され、同日専務取締役として就任しております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当事業年度において実施した設備投資の総額は12,990千円であります。その主なものは機械装置の資産の取得であ

ります。

２【主要な設備の状況】

　当社における主要な設備の状況は、以下のとおりであります。

 平成24年８月31日現在

事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額
従業員
数
（人）

建物及び
構築物
（千円）

機械装置
及び運搬
具
（千円）

土地
（千円）
（面積㎡）

リース
資産
（千円）

その他
（千円）

合計
（千円）

本社

（鹿児島県出水市）

精密切削加工

事業
生産設備等 262,142301,010

162,500

(13,870)
5,600 2,107733,36070

関東事業所

（埼玉県朝霞市）

精密切削加工

事業
生産設備等 59,995 9,694

117,777

(1,109)
－ － 187,46716

知識工場

（鹿児島県出水市）

精密切削加工

事業
遊休資産 1,697 265

9,506

(1,210)
－ － 11,469－

計   323,835310,971
289,783

(33,479)
5,600 2,107932,29886

（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。なお、上記金額に

は、消費税等は含まれておりません。

２．従業員数は、就業人員数（嘱託社員、パートタイマー等を含む。）を記載しています。

３．上記の他、主要な賃借している設備として、以下のものがあります。

平成24年８月31現在

事業所
（所在地）

設備の内容
従業員数
（人）

土地面積
（面積㎡）

年間リース料
（千円）

本社
（鹿児島県出水市）

生産設備等
（リース）

70 13,870 18,309

関東事業所
（埼玉県朝霞市）

生産設備等
（リース）

16 1,109 2,215

３【設備の新設、除却等の計画】

　当社の設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して作成しております。なお、平成24年

８月31日現在における重要な設備の新設計画は次のとおりであります。

（１）重要な設備の新設

事業所名 所在地
セグメントの
名称

設備の内容
投資予定金額

資金調達
方法

着手及び完了予定年月
完成後の
増加能力

総額
（千円）

既支払額
（千円）

着手 完了

本社
鹿児島県

出水市

精密切削加工

事業
生産設備等 67,000 － 自己資金

平成25年

３月
未定 －

　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

（２）重要な設備の除却等

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 73,840

Ａ種優先株式 600

計 74,440

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成24年８月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年11月26日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引

業協会名
内容

普通株式 18,540 18,540
東京証券取引所

（マザーズ）

当社は単元株制
度は採用してお
りません。

Ａ種優先株式 246 246 非上場

当社は単元株制
度は採用してお
りません。

（注）２

計 18,786 18,786 － －

（注）１．「提出日現在発行数」欄には、平成24年11月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。

２．Ａ種優先株式の内容は次のとおりです。

(1) 単元株式数

１株

(2) 剰余金の配当

①Ａ種優先配当金

当会社は、Ａ種株式について、平成23年８月31日を含む事業年度に係る剰余金の配当を行わない。当会社

は、平成23年９月１日以降の各事業年度に係る剰余金の配当を行うときは、Ａ種株式を有する株主（以下

「Ａ種株主」という。）又はＡ種株式の登録株式質権者（以下「Ａ種登録株式質権者」という。）に対し、普

通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質

権者」という。）に先立ち、Ａ種株式１株当たりの払込金額（1,000,000円。但し、Ａ種株式について、株式分

割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当会社取締役会により合理的に調整

された額とする。）に、剰余金の配当に係る基準日の属する事業年度ごとに下記(2)に定める年率（以下「Ａ

種優先配当年率」という。）を乗じて算出した額（円位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位を四捨

五入する。）の剰余金（以下「Ａ種優先配当金」という。）の配当を行う。

②Ａ種優先配当金の額

Ａ種優先配当年率は、平成23年９月１日以降、次回年率修正日（以下において定義する。）の前日までの各

事業年度について、下記算式により計算される年率とする。

Ａ種優先配当年率＝日本円TIBOR（６か月物）＋1.50％

Ａ種優先配当年率は、％位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位を四捨五入する。「年率修正日」

は、平成23年９月１日以降の毎年９月１日とする。当日が、銀行休業日の場合は前営業日を年率修正日とす

る。「日本円TIBOR(６か月物)」とは、各事業年度の初日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）の午前11時

における日本円６か月物トーキョー・インター・バンク・オファード・レート（日本円６か月物TIBOR）と

して全国銀行協会によって公表される数値を指すものとする。日本円TIBOR（６か月物）が公表されていな

ければ、同日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）ロンドン時間午前11時におけるユーロ円６か月物ロン

ドン・インター・バンク・オファード・レート（ユーロ円LIBOR６か月物（360日ベース））として英国銀

行協会（BBA）によって公表される数値又はこれに準ずるものと認められるものを日本円TIBOR（６か月

物）に代えて用いるものとする。
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③非累積条項

ある事業年度においてＡ種株主又はＡ種登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の額がＡ種優先配

当金の額に達しないときは、その不足額は、翌事業年度以降に累積しない。

④非参加条項

Ａ種株主又はＡ種登録株式質権者に対しては、Ａ種優先配当金を超えて配当は行わない。但し、当会社が行

う吸収分割手続の中で行われる会社法第758条第８号ロ若しくは同法第760条第７号ロに規定される剰余金

の配当又は当会社が行う新設分割手続の中で行われる会社法第763条第12号ロ若しくは同法第765条第１項

第８号ロに規定される剰余金の配当についてはこの限りではない。

(3) 残余財産の分配

①残余財産の分配

当会社は、残余財産を分配するときは、Ａ種株主又はＡ種登録株式質権者に対し、普通株主及び普通登録株

式質権者に先立ち、Ａ種株式１株につき1,000,000円（但し、Ａ種株式について、株式分割、株式併合その他調

整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当会社取締役会により合理的に調整された額とす

る。）を支払う。

②非参加条項

Ａ種株主又はＡ種登録株式質権者に対しては、上記(1)のほか残余財産の分配は行わない。

(4) 議決権

Ａ種株主は、株主総会において議決権を有しない。

(5) 種類株主総会における決議

当会社が、会社法第322条第１項各号に掲げる行為をする場合においては、法令に別段の定めのある場合を

除き、Ａ種株主を構成員とする種類株主総会の決議を要しない。

(6) 普通株式を対価とする取得請求権

①取得請求権の内容

Ａ種株主は、平成28年11月１日から平成32年11月１日までの期間(以下「株式対価取得請求期間」とい

う。)中、下記(2)に定める条件で、当会社がＡ種株式の全部又は一部を取得するのと引換えに当会社の普通株

式を交付することを請求することができる(以下「株式対価取得請求」という。)。

②株式対価取得請求により交付する普通株式数の算定方法

株式対価取得請求に基づき当会社がＡ種株式の取得と引換えにＡ種株主に対し交付すべき当会社の普通

株式の数は、当該Ａ種株式に係る払込金額の総額(但し、Ａ種株式について、株式分割、株式併合その他調整が

合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当会社取締役会により合理的に調整された額の総額とす

る。)を本号に定める交付価額で除して算出される数(小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り捨て

る。)とする。なお、Ａ種株式を取得するのと引換えに交付すべき当会社の普通株式の算出にあたり１株未満

の端数が生じたときは、会社法第167条第３項に従い金銭を交付する。

イ交付価額

交付価額は、平成23年７月20日に始まる連続する30取引日の各取引日の株式会社東京証券取引所(以下

「東京証券取引所」という。)における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配値を含む。)の平均値

(終値のない日数を除く。なお、上記平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨

五入する。)に相当する金額とする。但し、当該金額が27,000円を下回る場合には、交付価額は27,000円とす

る。

ロ交付価額の調整

(a) 当会社は、Ａ種株式の発行後、下記(b)に掲げる各事由により当会社の普通株式数に変更を生じる場合又

は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式(以下「交付価額調整式」という。)をもって交付

価額を調整する。

調整後

交付価額
＝
調整前

交付価額
×
既発行普通株式数 ＋

交付普通株式数 × １株当たりの払込金額

１株当たり時価

既発行普通株式数＋交付普通株式数

交付価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。交

付価額調整式で使用する「１株当たり時価」は、調整後の交付価額を適用する日に先立つ45取引日目に

始まる連続する30取引日の東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配

表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。なお、上記平均値の計算は、円位未満小数第２位まで

算出し、その小数第２位を四捨五入する。）とする。交付価額調整式で使用する「既発行普通株式数」

は、普通株主に下記(b)(i)ないし(iv)の各取引に係る基準日が定められている場合はその日、また当該

基準日が定められていない場合は、調整後の交付価額を適用する日の１か月前の日における当会社の発

行済普通株式数から、当該日における当会社の有する当会社の普通株式数を控除したものとする。交付

価額調整式で使用する「交付普通株式数」は、普通株式の株式の分割が行われる場合には、株式の分割

により増加する普通株式数（基準日における当会社の有する普通株式に関して増加した普通株式数を
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含まない。）とし、普通株式の併合が行われる場合には、株式の併合により減少する普通株式数（効力発

生日における当会社の有する普通株式に関して減少した普通株式数を含まない。）を負の値で表示して

使用するものとする。交付価額調整式で使用する「１株当たりの払込金額」は、下記(b)(i)の場合は当

該払込金額（金銭以外の財産を出資の目的とする場合には適正な評価額、無償割当ての場合は０円）、

下記(b)(ii)及び(iv)の場合は０円、下記(b)(iii)の場合は下記(b)(v)で定める対価の額とする。

(b) 交付価額調整式によりＡ種株式の交付価額の調整を行う場合及びその調整後の交付価額の適用時期に

ついては、次に定めるところによる。

(i) 上記(a)に定める１株当たり時価を下回る払込金額をもって普通株式を交付する場合（無償割当て

の場合を含む。）（但し、当会社の交付した取得条項付株式、取得請求権付株式若しくは取得条項付

新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本ロにおいて同じ。）の取得と引換え

に交付する場合又は普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたもの

を含む。以下本ロにおいて同じ。)その他の証券若しくは権利の転換、交換又は行使により交付する

場合を除く。）

調整後の交付価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられたときは当該払込期間の最終日

とする。以下同じ。）又は無償割当ての効力発生日の翌日以降これを適用する。但し、当会社普通株

主に募集株式の割当てを受ける権利を与えるため又は無償割当てのための基準日がある場合は、そ

の日の翌日以降これを適用する。

(ii) 普通株式の株式分割をする場合　調整後の交付価額は、普通株式の株式分割のための基準日の翌日

以降これを適用する。

(iii) 取得請求権付株式、取得条項付株式若しくは取得条項付新株予約権であって、その取得と引換えに

上記(a)に定める１株当たり時価を下回る対価（下記(v)において定義される。以下同じ。）をもっ

て普通株式を交付する定めがあるものを交付する場合（無償割当ての場合を含む。）、又は上記(a)

に定める１株当たり時価を下回る対価をもって普通株式の交付を請求できる新株予約権その他の

証券若しくは権利を交付する場合（無償割当ての場合を含む。）

調整後の交付価額は、交付される取得請求権付株式、取得条項付株式若しくは取得条項付新株予約

権、又は新株予約権その他の証券若しくは権利（以下「取得請求権付株式等」という。）の全てが

当初の条件で取得、転換、交換又は行使され普通株式が交付されたものとみなして交付価額調整式

を準用して算出するものとし、交付される日又は無償割当ての効力発生日の翌日以降これを適用す

る。但し、当会社の普通株主に取得請求権付株式等の割当てを受ける権利を与えるため又は無償割

当てのための基準日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。

(iv) 普通株式の併合をする場合　調整後の交付価額は、株式の併合の効力発生日以降これを適用する。

(v) 上記(iii)における対価とは、取得請求権付株式等の交付に際して払込みその他の対価関係にある

支払がなされた額（時価を下回る対価をもって普通株式の交付を請求できる新株予約権の場合に

は、その行使に際して出資される財産の価額を加えた額とする。）から、その取得、転換、交換又は行

使に際して取得請求権付株式等の所持人に交付される普通株式以外の財産の価額を控除した金額

を、その取得、転換、交換又は行使に際して交付される普通株式の数で除した金額をいう。

(c) 上記(b)に定める交付価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当会社は、必要な交

付価額の調整を行う。

(i) 当会社を存続会社とする合併、株式交換、会社分割又は株式移転のために交付価額の調整を必要と

するとき。

(ii) 交付価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の交付価額の算

出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(d) 交付価額調整式により算出された調整後の交付価額と調整前の交付価額との差額が１円未満の場合は、

交付価額の調整は行わないものとする。但し、かかる調整後の交付価額は、その後交付価額の調整を必要

とする事由が発生した場合の交付価額調整式において調整前交付価額とする。

(e) 交付価額の調整が行われる場合には、当会社は、関連事項決定後直ちに、Ａ種株主又はＡ種登録株式質権

者に対して、その旨並びにその事由、調整後の交付価額、適用の日及びその他の必要事項を通知しなけれ

ばならない。
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(7) 金銭を対価とする取得請求権

①金銭を対価とする取得請求権の内容

Ａ種株主は、当会社に対し、平成28年11月１日以降、毎年11月１日に、Ａ種株式の全部又は一部の取得と引

換えに金銭を交付することを請求（以下「金銭対価取得請求」という。）することができる。当会社は、かか

る金銭対価取得請求がなされた場合には、当該金銭対価取得請求が効力を生じた日（以下「金銭対価取得請

求日」という。）における取得上限額（下記(2)において定義される。）を限度として法令上可能な範囲で、

金銭対価取得請求日に、Ａ種株式の全部又は一部の取得と引換えに、金銭の交付を行うものとする。この場合

において、取得上限額を超えて金銭対価取得請求がなされた場合には、当会社が取得すべきＡ種株式は金銭

対価取得請求がなされた株数に応じた比例按分の方法により決定する。

②取得価額

金銭対価取得請求が行われた場合におけるＡ種株式１株当たりの取得価額は、1,000,000円（但し、Ａ種株

式について、株式分割、株式併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当会社取締役

会により合理的に調整された額とする。）とする。

「取得上限額」は、金銭対価取得請求がなされた事業年度の直前の事業年度末日（以下「分配可能額計算

日」という。）における分配可能額（会社法第461条第２項に定めるものをいう。以下同じ。)を基準とし、分

配可能額計算日の翌日以降当該金銭対価取得請求日（同日を含まない。）までの間において、(i)当会社株式

に対してなされた剰余金の配当、並びに(ii)本第14項又は第16項若しくは取得することを当会社取締役会に

おいて決議されたＡ種株式の取得価額の合計を減じた額とする。但し、取得上限額がマイナスの場合は０円

とする。また、分配可能計算日における貸借対照表に計上されている現金及び預金の合計額から取得上限額

を減じた額が150,000,000円を下回る場合は当該額とし、当該額がマイナスの場合は０円とする。

(8) 普通株式を対価とする取得条項

①普通株式を対価とする取得条項の内容

当会社は、平成28年11月１日以降いつでも、当会社の取締役会が別に定める日の到来をもって、Ａ種株式の

全部又は一部を取得するのと引き換えに、Ａ種株主又はＡ種登録株式質権者に対して当会社の普通株式を交

付することができる（以下「株式対価強制取得」という。）。なお、一部取得を行う場合において取得するＡ

種株式は、比例按分その他当会社の取締役会が定める合理的な方法によって決定されるものとする。

②株式対価強制取得により交付する普通株式数の算定方法

株式対価強制取得に基づき当会社がＡ種株式の取得と引換えにＡ種株主に対し交付すべき当会社の普通

株式の数は、当該Ａ種株式に係る払込金額の総額（但し、Ａ種株式について、株式分割、株式併合その他調整

が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当会社取締役会により合理的に調整された額の総額とす

る。）を交付価額で除して算出される数（小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り捨てる。）とする。

なお、Ａ種株式を取得するのと引換えに交付すべき当会社の普通株式の算出にあたり１株未満の端数が生じ

たときは、会社法第234条に従ってこれを取り扱う。

(9) 金銭を対価とする取得条項

①金銭を対価とする取得条項の内容

当会社は、平成23年９月１日以降いつでも、当会社の取締役会が別に定める日（以下「金銭対価強制取得

日」という。）の到来をもって、Ａ種株式の全部又は一部を取得するのと引換えに、当該金銭対価強制取得日

における分配可能額を限度として、Ａ種株主又はＡ種登録株式質権者に対して金銭を交付することができる

（以下「金銭対価強制取得」という。）。なお、一部取得を行う場合において取得するＡ種株式は、比例按分

その他当会社の取締役会が定める合理的な方法によって決定されるものとする。

②取得価額

金銭対価強制取得が行われる場合におけるＡ種株式１株当たりの取得価額は、1,000,000円（但し、Ａ種株

式について、株式分割、株式併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当会社取締役

会により合理的に調整された額とする。）とする。

(10)会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

会社法第322条第２項に規定する定款の定めはない。

(11)議決権を有しないこととしている理由

当社は、Ａ種優先株式とは異なる種類の株式である普通株式を発行している。普通株式は、株主としての権

利内容に制限のない株式であるが、Ａ種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。これは、Ａ種優先

株式を配当金や残余財産の分配について優先権を持つ代わりに議決権がない内容としたものである。
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（２）【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び第280ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①平成16年10月25日定時株主総会決議

ａ）第２回新株予約権（平成17年６月15日取締役会決議に基づく発行）

区分
事業年度末現在

（平成24年８月31日）
提出日の前月末現在
（平成24年10月31日）

新株予約権の数（個） 60 60

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 120 120

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50,000 同左

新株予約権の行使期間
自：平成18年10月26日

至：平成26年10月25日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　50,000

資本組入額　　25,000
同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ （注）４

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５ （注）５

（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割

若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じる

１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数

３．新株予約権の行使の条件

①権利行使時において、当社の取締役、監査役又は従業員の地位を保有していることとする。

②新株予約権者が死亡した場合は、相続は認めないものとする。

③新株予約権の質入れ、担保権の設定は認めないものとする。

④その他の条件については、平成17年６月15日開催の当社取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当てを

受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

４．新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

５．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

①当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割若しく

は吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

②当社が完全子会社となる株式交換又は株式移転を行うときは、完全親会社に新株予約権を承継することができ

る。
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ア）承継する新株予約権の目的となる株式の種類及び数

完全親会社の普通株式とし、当社普通株式１株当たりの完全親会社の割当比率により株式数を決定し、１株

未満の端数は切り捨てる。

イ）承継する新株予約権の行使に際して払込をすべき金額は次の算式により決定し、１円未満の端数は切り上げ

る。

承継後払込価額 ＝承継前払込価額 ×
１

当社普通株式１株当たりの完全親会社の割当比率

ウ）承継する新株予約権の行使期間は、上記表中の期間とし、承継時に行使期間開始日が到来しているときは、株

式交換又は株式移転の効力発生日から上記表中の期間の満了日までとする。

エ）承継する新株予約権の行使の条件については、注３と同様の定めをおくものとする。

オ）承継する新株予約権の譲渡については、完全親会社の取締役会の承認を要する。

６．退職等により権利を喪失した新株予約権の個数は除外しております。
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ｂ）第３回新株予約権（平成17年10月13日取締役会決議に基づく発行）

区分
事業年度末現在

（平成24年８月31日）
提出日の前月末現在
（平成24年10月31日）

新株予約権の数（個） 1 1

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2 2

新株予約権の行使時の払込金額（円） 180,000 同左

新株予約権の行使期間
自：平成18年10月26日

至：平成26年10月25日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 180,000

資本組入額　　90,000
同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ （注）４

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５ （注）５

（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割

若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じる

１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数

３．新株予約権の行使の条件

①権利行使時において、当社の取締役、監査役又は従業員の地位を保有していることとする。

②新株予約権者が死亡した場合は、相続は認めないものとする。

③新株予約権の質入れ、担保権の設定は認めないものとする。

④その他の条件については、平成17年10月13日開催の当社取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当てを

受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

４．新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

５．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

①当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割若しく

は吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

②当社が完全子会社となる株式交換又は株式移転を行うときは、完全親会社に新株予約権を承継することができ

る。

ア）承継する新株予約権の目的となる株式の種類及び数

完全親会社の普通株式とし、当社普通株式１株当たりの完全親会社の割当比率により株式数を決定し、１株

未満の端数は切り捨てる。
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イ）承継する新株予約権の行使に際して払込をすべき金額は次の算式により決定し、１円未満の端数は切り上げ

る。

承継後払込価額 ＝承継前払込価額 ×
１

当社普通株式１株当たりの完全親会社の割当比率

ウ）承継する新株予約権の行使期間は、上記表中の期間とし、承継時に行使期間開始日が到来しているときは、株

式交換又は株式移転の効力発生日から上記表中の期間の満了日までとする。

エ）承継する新株予約権の行使の条件については、注３と同様の定めをおくものとする。

オ）承継する新株予約権の譲渡については、完全親会社の取締役会の承認を要する。

６．退職等により権利を喪失した新株予約権の個数は除外しております。
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②平成17年11月19日定時株主総会決議

ａ）第４回新株予約権（平成18年１月18日取締役会決議に基づく発行）

区分
事業年度末現在

（平成24年８月31日）
提出日の前月末現在
（平成24年10月31日）

新株予約権の数（個） 21 21

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 42 42

新株予約権の行使時の払込金額（円） 210,500 同左

新株予約権の行使期間
自：平成19年11月20日

至：平成27年11月19日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 210,500

資本組入額　 105,250
同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ （注）４

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）１ （注）１

（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割

若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端

数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で、新株を発行する場合又は自己株式を処分する場合〔新株予約権の行使により新株

を発行する場合は除く。〕は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げ

る。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」と読み替えるものとする。

さらに当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合又は当社が新設分割

若しくは吸収合併を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。

３．新株予約権の行使の条件

①権利行使時において、当社の取締役、監査役又は従業員の地位を保有していることとする。

②新株予約権者が死亡した場合は、相続は認めないものとする。

③新株予約権の質入れ、担保権の設定は認めないものとする。

④その他の条件については、平成17年11月19日開催の第18期定時株主総会及び平成18年１月18日開催の取締役会

決議に基づき、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるとこ

ろによる。

４．新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

５．退職等により権利を喪失した新株予約権の個数は除外しております。
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ｂ）第５回新株予約権（平成18年４月10日取締役会決議に基づく発行）

区分
事業年度末現在

（平成24年８月31日）
提出日の前月末現在
（平成24年10月31日）

新株予約権の数（個） 18 18

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 36 36

新株予約権の行使時の払込金額（円） 215,500 同左

新株予約権の行使期間
自：平成19年11月20日

至：平成27年11月19日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 215,500

資本組入額　 107,750
同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ （注）４

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）１ （注）１

（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割

若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端

数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価格で、新株を発行する場合又は自己株式を処分する場合〔新株予約権の行使により新株

を発行する場合は除く。〕は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げ

る。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」と読み替えるものとする。

さらに当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合又は当社が新設分割

若しくは吸収合併を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。

３．新株予約権の行使の条件

①権利行使時において、当社の取締役、監査役又は従業員の地位を保有していることとする。

②新株予約権者が死亡した場合は、相続は認めないものとする。

③新株予約権の質入れ、担保権の設定は認めないものとする。

④その他の条件については、平成17年11月19日開催の第18期定時株主総会及び平成18年４月10日開催の取締役会

決議に基づき、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるとこ

ろによる。

４．新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

５．退職等により権利を喪失した新株予約権の個数は除外しております。
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ｃ）第６回新株予約権（平成18年４月25日取締役会決議に基づく発行）

区分
事業年度末現在

（平成24年８月31日）
提出日の前月末現在
（平成24年10月31日）

新株予約権の数（個） 3 3

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 6 6

新株予約権の行使時の払込金額（円） 215,500 同左

新株予約権の行使期間
自：平成19年11月20日

至：平成27年11月19日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 215,500

資本組入額　 107,750
同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ （注）４

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）１ （注）１

（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割

若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端

数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価格で、新株を発行する場合又は自己株式を処分する場合〔新株予約権の行使により新株

を発行する場合は除く。〕は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げ

る。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」と読み替えるものとする。

さらに当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合又は当社が新設分割

若しくは吸収合併を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。

３．新株予約権の行使の条件

①権利行使時において、当社の取締役、監査役又は従業員の地位を保有していることとする。

②新株予約権者が死亡した場合は、相続は認めないものとする。

③新株予約権の質入れ、担保権の設定は認めないものとする。

④その他の条件については、平成17年11月19日開催の第18期定時株主総会及び平成18年４月25日開催の取締役会

決議に基づき、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるとこ

ろによる。

４．新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成19年12月１日
（注）１

9,248 18,496 － 507,150 － 497,150

平成20年６月26日
（注）２

10 18,506 250 507,400 250 497,400

平成21年８月11日
（注）３

4 18,510 100 507,500 100 497,500

平成21年11月25日
（注）４

30 18,540 750 508,250 750 498,250

平成21年11月30日
（注）５

－ 18,540 － 508,250△383,019 115,230

平成23年８月31日
（注）６

－ 18,540△498,250 10,000△115,230 －

平成23年８月31日
（注）７

Ａ種優先株式
246

普通株式
18,540

Ａ種優先株式
246

123,000 133,000 123,000 123,000

（注）１．株式分割（１：２）

２．ストック・オプションの権利行使

発行価格　　 50,000円

資本組入額　 25,000円

払込金総額　　　500千円

３．ストック・オプションの権利行使

発行価格　　 50,000円

資本組入額　 25,000円

払込金総額　　　200千円

４．ストック・オプションの権利行使

発行価格　　 50,000円

資本組入額　 25,000円

払込金総額　　1,500千円

５．平成21年11月28日開催の定時株主総会において、効力発生日を平成21年11月30日とし、資本準備金を

383,019,791円減少し、欠損てん補することを決議しております。

６．平成23年８月19日開催の臨時株主総会において、効力発生日を平成23年８月31日とし、資本金を498,250,000円

及び資本準備金を115,230,209円減少し、欠損てん補することを決議しております。

７．有償第三者割当によるＡ種優先株式の発行

発行価格　　1,000,000円

資本組入額　　500,000円

割当先及び割当株数：株式会社鹿児島銀行　　　　218株

株式会社商工組合中央金庫　 28株
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（６）【所有者別状況】

①普通株式

平成24年８月31日現在

区分

株式の状況 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他
の法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － － 9 13 6 － 972 1,000 －

所有株式数

（株）
－ － 364 256 40 － 17,880 18,540－

所有株式数の

割合（％）
－ － 1.96 1.38 0.22 － 96.44 100 －

（注）自己株式1,094株は、「個人その他」に含めて記載しております。

②Ａ種優先株式

平成24年８月31日現在

区分

株式の状況 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他
の法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 2 － － － － － 2 －

所有株式数

（株）
－ 246 － － － － － 246 －

所有株式数の

割合（％）
－ 100 － － － － － 100 －
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（７）【大株主の状況】

 平成24年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

前田　俊一 鹿児島県出水市 9,270 49.35

前田　美佐子 鹿児島県出水市 840 4.47

前田　良子 鹿児島県出水市 300 1.60

マルマエ共栄会 鹿児島県出水市高尾野町大久保3816番41 296 1.57

五十嵐　光栄 鹿児島県出水市 279 1.49

株式会社鹿児島銀行 鹿児島県鹿児島市金生町６番６号 218 1.16

齋藤　格 宮城県仙台市青葉区 184 0.98

マルマエ従業員持株会 鹿児島県出水市高尾野町大久保3816番41 142 0.76

平石　靖 東京都板橋区 128 0.68

野村證券株式会社　野村ネット＆

コール
東京都千代田区大手町二丁目１番１号 117 0.62

計 － 11,774 62.67

（注）上記のほか、自己株式が1,094株あります。

なお、所有株式に係る議決権の個数の多い順上位10名は以下のとおりであります。

 平成24年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数
（個）

総株主の議決権に
対する所有議決権
数の割合（％）

前田　俊一 鹿児島県出水市 9,270 53.14

前田　美佐子 鹿児島県出水市 840 4.81

前田　良子 鹿児島県出水市 300 1.72

マルマエ共栄会 鹿児島県出水市高尾野町大久保3816番41 296 1.70

五十嵐　光栄 鹿児島県出水市 279 1.60

齋藤　格 宮城県川内市青葉区 184 1.05

マルマエ従業員持株会 鹿児島県出水市高尾野町大久保3816番41 142 0.81

平岩　靖 東京都板橋区 128 0.73

野村證券株式会社　野村ネット＆

コール
東京都千代田区大手町二丁目１番１号 117 0.67

出口　勝志 東京都中央区 115 0.66

計 － 11,671 66.90
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成24年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 Ａ種優先株式 246 － （注）

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,094 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 17,446 17,446 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 18,786 － －

総株主の議決権 － 17,446 －

（注）Ａ種優先株式の内容は、（１）株式の総数等　②発行済株式に記載のとおりであります。

②【自己株式等】

 平成24年８月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社マルマエ
鹿児島県出水市高尾
野町大久保3816番41

1,094 － 1,094 5.82

計 － 1,094 － 1,094 5.82
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（９）【ストックオプション制度の内容】

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ

20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方法によるものであり、以下のとおりであります。

①平成16年10月25日定時株主総会決議

決議年月日 平成16年10月25日

付与対象者の区分及び人数

第２回新株予約権

当社取締役１名及び従業員28名

（注）１

第３回新株予約権

当社監査役１名及び従業員４名

（注）２

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 800株を上限とする。

新株予約権の行使時の払込金額 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

（注）１．平成17年６月15日開催の取締役会決議により、当社取締役１名及び当社従業員28名に付与いたしましたが、取

締役の権利放棄並びに従業員の退職及び権利行使等により平成24年10月31日現在では、当社従業員13名となっ

ております。

２．平成17年10月13日開催の取締役会決議により、当社監査役１名及び当社従業員４名に付与いたしましたが、役

員の異動、退任及び権利放棄並びに従業員の退職等により平成24年10月31日現在では、当社従業員１名となっ

ております。
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②平成17年11月19日定時株主総会決議

決議年月日 平成17年11月19日

付与対象者の区分及び人数

第４回新株予約権

当社取締役３名、監査役１名及び従業員33名

（注）１

第５回新株予約権

当社従業員21名

（注）２

第６回新株予約権

当社従業員１名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 100株を上限とする。

新株予約権の行使時の払込金額 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

（注）１．平成18年１月18日開催の取締役会決議により、当社取締役３名、当社監査役１名及び当社従業員33名に付与い

たしましたが、役員の異動及び退任並びに従業員の退職等により平成24年10月31日現在では、当社従業員16名

となっております。

２．平成18年４月10日開催の取締役会決議により、当社従業員21名に付与いたしましたが、役員の異動及び退任並

びに従業員の退職等により平成24年10月31日現在では、当社従業員10名となっております。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額

（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式
－ － － －

その他

（　－　）
－ － － －

保有自己株式数 1,094 － 1,094 －

３【配当政策】

当社は、株主に対する利益還元につきましては、重要な経営課題と認識しており、適切な時期において、経営成績及

び財務状況を勘案しつつ、配当による株主への利益還元に努めることを基本方針としております。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配当の

決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

当事業年度の配当につきましては、現在のところ事業再生における債務弁済及び財務体質の改善を図ること、なら

びに厳しい経営環境等を総合的に勘案し、誠に遺憾ながら無配とさせていただきました。

当社は、「取締役会の決議によって、毎年２月末日を基準日として中間配当をすることができる。」旨を定款に定め

ております。
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第21期 第22期 第23期 第24期 第25期
決算年月 平成20年８月 平成21年８月 平成22年８月 平成23年８月 平成24年８月

最高（円）
501,000

□394,000
311,000 97,000 70,000 40,900

最低（円）
344,000

□192,000
52,300 30,300 14,000 16,300

（注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所（マザーズ）におけるものであります。

２．□印は、株式分割（平成19年12月１日、１株→２株）による権利落ち後の最高・最低株価を示しております。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成24年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高（円） 26,900 30,300 24,050 30,000 37,500 24,600

最低（円） 23,800 23,590 16,300 17,900 20,890 21,220

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所（マザーズ）におけるものであります。
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５【役員の状況】

　

役名 担当 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役

社長

製造部及び

Ｒ＆Ｄチーム

担当

前田　俊一 昭和41年11月20日生

昭和62年４月マルマヱ工業（個人）入社

昭和63年10月マルマヱ工業㈲（現当社）設

立、取締役就任

平成13年４月当社専務取締役就任

平成15年８月当社代表取締役社長就任（現

任）

平成22年４月当社代表取締役社長兼製造部

長就任

平成22年12月当社代表取締役社長兼製造部

長兼管理部長就任

平成23年６月当社代表取締役社長兼管理部

長就任

平成23年７月当社代表取締役社長就任（現

任）

（注）２
普通株式

9,270

専務取締役
品質管理部担

当
山元　弘 昭和28年７月28日生

昭和51年４月株式会社鹿児島銀行入行

平成11年３月同行吉松支店長

平成13年２月同行天神馬場支店長

平成15年８月同行熊本支店長

平成17年６月同行本店営業部次長

平成18年３月同行大島支店長

平成20年６月株式会社鹿児島リース入社

同社取締役営業本部長

平成23年９月株式会社鹿児島銀行入行

当社出向

当社参与

平成23年11月当社専務取締役就任（現任）

（注）２ －

取締役

営業部及び関

東事業所担当

（営業部長）

海﨑　功太 昭和48年２月18日生

平成５年４月 岩崎技研㈱入社

平成５年12月㈱湖東製作所入社

平成11年８月マルマヱ工業㈲（現当社）入

社

平成16年４月当社営業部長

平成16年10月当社取締役営業部長就任

平成17年６月当社取締役精密加工部長就任

平成20年11月当社取締役営業部長就任

平成21年４月当社取締役営業部長兼関東事

業所長就任

平成22年４月当社取締役営業技術部長就任

平成23年６月当社取締役営業部長就任（現

任）

（注）２
普通株式

37

取締役
管理部担当

（管理部長）
藤山　敏久 昭和40年６月２日生

平成元年４月 マグブロス㈱入社

平成５年３月 ㈱フジヤマ入社

同社取締役

平成６年３月 同社取締役ＣＦ事業部長

平成11年７月同社取締役ＦＡ事業部長

平成14年４月同社代表取締役副社長就任

平成16年11月当社取締役就任

平成17年６月当社取締役経営企画室長就任

平成23年７月当社取締役管理部長（現任）

（注）２
普通株式

7
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

常勤監査役  紫尾　俊一 昭和24年２月27日

昭和47年４月株式会社鹿児島銀行入行

平成７年７月 同行延岡支店長

平成13年２月同行阿久根支店長

平成15年２月かぎんビジネスサービス株式

会社出向

平成18年３月株式会社みともコンサルタン

ト入社

平成19年４月当社監査役就任（現任）

（注）３
普通株式

35

監査役  寺畑　幸雄 昭和29年12月26日生

昭和48年４月東京国税局入局

昭和57年７月同局国税調査官

平成５年１月 同局上席国税調査官

平成５年７月 熊本国税局上席国税調査官

平成15年８月税理士登録

 寺畑幸雄税理士事務所長（現

任）

平成17年８月当社監査役就任（現任）

（注）４
普通株式

21

監査役  大道　卓 昭和48年３月２日生

平成７年４月 株式会社三和銀行（現株式会

社三菱東京ＵＦＪ銀行）入行

平成17年11月フィナンシャルソリューショ

ンプロバイダーズ株式会社出

向

平成18年９月デルタ経営コンサルティング

合同会社設立

代表社員（現任）

平成22年10月ターンアラウンド総研合同会

社入社

業務執行社員（現任）

平成23年11月当社監査役就任（現任）

（注）５ －

計
普通株式

9,370

（注）１．監査役寺畑幸雄及び大道卓は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２．任期は、平成23年８月期に係る定時株主総会の終結の時から平成25年８月期に係る定時株主総会終結の時まで

であります。

３．任期は、平成22年８月期に係る定時株主総会の終結の時から平成26年８月期に係る定時株主総会終結の時まで

であります。

４．任期は、平成21年８月期に係る定時株主総会の終結の時から平成25年８月期に係る定時株主総会終結の時まで

であります。

５．任期は、平成23年８月期に係る定時株主総会の終結の時から平成25年８月期に係る定時株主総会終結の時まで

であります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①企業統治の体制

（企業統治の体制の概要及びその体制を採用する理由）

当社は、法令遵守を基本として、経営の透明性を高め、コーポレート・ガバナンスを有効に機能させるため、経営

環境の厳しい変化に迅速かつ的確に対応できる組織体制と株主重視の公正な経営システムを構築し維持していく

ことが重要な課題であると考えております。

当社の意思決定の仕組みは、代表取締役もしくは取締役が取締役会での議案を起案し取締役会での審議の上、取

締役会の決議により決定しております。なお、特に重要な議案については、取締役全員の全会一致の決議により決定

しています。取締役会は４名の取締役で構成され、代表取締役社長が議長として統括しております。また、当社では

毎月開催される定時取締役会に加え、必要に応じて臨時取締役会も開催しており、会社の業務執行に関する意思決

定機関として監査役出席の下、経営の妥当性、効率性及び公正性等について適宜検討し、法令及び定款に定められた

事項、並びに重要な業務に関する事項を決議し、業務執行状況の監督を行っております。

さらに、当社の業務執行においては、取締役会を補完するものとして経営会議を設置しております。この経営会議

は、経営戦略及び事業運営などに関する審議を行うために設置され、取締役、部所長及び課長で構成されています。

取締役会で審議・決議される事項のうち、特に必要なものについては、経営会議においても議論を行い、審議の充実

を図っております。また、監査役は、この経営会議を含む社内の各種重要会議体に出席して意見を述べております。

このように、当社の経営体制は、十分な監督機能を保持しつつ、迅速な経営判断や意思決定を実現できるように配

慮し、現在の体制が最適であると考え採用しております。

会社の機関及び内部統制等の仕組みについては、以下のとおりであります。

EDINET提出書類

株式会社マルマエ(E01465)

有価証券報告書

41/88



（内部統制システムの整備の状況）

当社の内部統制システムの整備状況は以下のとおりです。

１．取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保する体制

当社は、企業が存立を継続していくためにはコンプライアンスの徹底が不可欠であると認識しており、すべ

ての役職員が公正かつ高い倫理観に基づいて行動し、広く社会から信用される経営体制の確立に努めておりま

す。

(1)取締役会は、法令及び定款で定められた事項及び経営に関する重要事項につき、十分審議した上で意思決定

を行う一方、職務執行する取締役からはその執行状況に関わる報告等を求めて経営方針の進捗状況を把握

し、職務執行の適正性を管理監督する。

(2)監査役は、取締役会の他重要な意思決定の過程及び職務執行状況を把握するため、重要な会議に出席し、取締

役及び使用人の職務執行状況等に関して意見の陳述や報告を行い、必要に応じて助言・勧告、場合によって

は適切な処置を講ずる。

(3)経営会議は、定期的に開催し、取締役及び幹部社員による重要な意思決定と職務執行の経過に対して多面的

な検討を行うとともに、相互監視を行う。

(4)内部監査部門として品質管理部を社長直轄組織として設置し、定期監査とともに必要に応じて任意監査を実

施して日常の職務執行状況を把握し、その改善を図る。

(5)コンプライアンス体制の維持のため、弁護士及び会計監査人等の外部専門家と密に連携を図る。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社は、取締役の職務の執行に係わる情報について、管理基準及び管理体制を整備し、法令及び「コンプライ

アンス基本規程」・「文書管理規程」・「情報システム管理規程」に基づき作成・保存するとともに、必要に

応じて取締役、監査役等が閲覧、謄写可能な状態にて管理しております。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、リスク管理を最も重要な経営課題のひとつと位置づけ、当社固有のリスクを十分認識した上で、様々

な危険に対して、危険の大小や発生可能性に応じ、事前に適切な対応策を準備する等により、損失の危険を最小

限にすべく組織的な対応を行っております。

(1)全社的なリスクの監視及び全社的な対応は管理部経理課が行う。

(2)各部門の担当業務におけるリスクは、当該課長が責任者となりマニュアル等の整備及び徹底、必要な教育を

行う。

(3)取締役並びに各部門長は、個々の職務における重大なリスクの把握に努め、発見したときは取締役会で多面

的な審議の上、適切な対策を決定し、実施する。

(4)内部監査担当部署である品質管理部は、リスク管理の状況についても監査を実施する。

(5)新たにリスク管理面で問題が発生もしくは発生が予測される場合には、取締役会に報告し、その対策を協議

して是正処置を取る。

(6)不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長の指揮の下、弁護士等を含む外部専門家を利用し迅速な対

応を行い、損害の拡大を防止しこれを最小限に止める体制を整える。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、規程の整備により、取締役の権限・責任の範囲と担当業務を明確かつ適切に定めることで、取締役が

効率的に職務執行する体制を確保しております。

(1)取締役会は中期事業計画及び各年度の予算案を決定し、各部門がその目標達成のための具体策を立案・実行

する。

(2)「組織規程」、「職務分掌規程」及び「決裁権限基準」により、取締役の委嘱事項を定め、委嘱した範囲にお

いて職務執行を決定し実行できる権限を委譲する。取締役は職務執行の進捗状況等を取締役会及び経営会議

で報告する。

(3)取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するため、必要に応じて組織、職制、業務分掌、決裁権限等

に関する社内規程等の見直しを行い、必要な改善を行う。

５．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

当社は、監査役と内部監査部門である品質管理部は常に連携できる体制にあるため、監査役の職務を補助す

べき使用人を置いていませんが、監査役会からその使用人の設置を求められた場合は、監査役会と協議の上、必

要に応じて設置いたします。
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６．前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項

当社は、監査役の職務を補助すべき使用人を設置した場合には、その指揮・命令等は監査役の下にあり、その

人事上の取扱は監査役会と協議して行います。

７．取締役及び使用人が監査役会又は監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

当社は、監査役の取締役会等の重要な会議への出席を、取締役の職務執行に対する厳正な監視体制とすると

ともに、監査役会への重要な報告を行う体制としております。また、当社は、会社に著しい損害をおよぼす恐れ

のある事実等を発見した場合は、速やかに監査役会に報告しております。

８．その他監査役会又は監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

当社は、監査役監査基準において、内部監査部門である品質管理部と監査役会が緊密な関係を保つよう努め

なければならない旨を定め、監査が実効的に行われることを確保しています。また、取締役と監査役は積極的に

意見交換を行い、適切な意思疎通を図っております。

（リスク管理体制の整備の状況）

当社では、リスク管理を最も重要な経営課題として位置づけており、当社固有のリスクを十分認識した上で、様々

なリスクに対して事前に適切な対応策を講じることにより組織的な対応を行っております。当社では、経営会議に

おいて代表取締役社長及び各取締役並びに幹部社員が法令遵守や個人情報保護について確認しており、また、従業

員に対しては、個人情報保護やインサイダー取引規制等のコンプライアンスに関する教育を随時行い、周知徹底を

図っております。当社は外部の顧問弁護士として照国総合法律事務所と顧問契約を締結しており、必要に応じて法

令遵守のために必要な助言を受けており、法律面における経営上の問題が発生しないよう努めております。

②内部監査及び監査役監査の状況

内部監査については、代表取締役社長から任命された品質管理部に所属する内部監査責任者が監査計画を立案

し、内部監査担当者を選任し、定期的に監査を実施し３名体制で行っております。内部監査担当者は、業務活動全般

に関して、運営状況、業務実施の有効性及び正確性、コンプライアンスの遵守状況等について監査を実施しており、

監査結果を内部監査責任者及び代表取締役社長に報告しております。また、内部監査責任者は、監査役や会計監査人

とも連携しながら、業務活動の改善及び適切な運営に向けた助言や勧告を行っております。

監査役については、３名で構成されており、うち１名が常勤監査役であります。原則として監査役全員が取締役会

に出席し、取締役の職務執行の監査を実施しております。また、会計監査人や内部監査責任者とも積極的な情報交換

により連携をとっております。

③社外取締役及び社外監査役

当社は、独立性を保ち中立な立場から客観的に監視を実施していただくことを目的として社外監査役を２名選任

しております。社外監査役は社内体制等の整備状況の監視のほか、取締役会に出席し、取締役の業務執行の状況報告

を受け、必要に応じて意見を述べております。

社外監査役寺畑幸雄氏は税理士であり、税務に関する相当程度の知見を有するものであります。従って、税務会計

の専門家として、当該視点から業務監査を行うため、社外監査役に選任しております。社外監査役大道卓氏はデルタ

経営コンサルティング合同会社の代表社員であり、経営に関する相当程度の知見を有するものであります。従って、

経営コンサルタントとして、当該視点から業務監査を行うため、社外監査役に選任しております。社外監査役の寺畑

幸雄氏及び大道卓氏は、幅広い経験と豊富な見識等に基づき、客観的な視点から経営を監視し、経営の透明性を高め

る重要な役割を担っております。

なお、当社は社外取締役及び社外監査役の独立性に関する基準又は方針については特別定めておりませんが、選

任に当たっては、東京証券取引所の定める独立役員に関する基準等を参考に選任しております。

当社は社外取締役はおりませんが、常勤監査役１名のほか、独立性の高い社外監査役を２名選任しており、取締役

会に出席し、積極的に意見も述べております。さらに、監査役による計画的な監査が実施されており、当社の組織規

模におきましては、取締役の職務遂行に対する監視機能を十分に果たしていると考えております。このような観点

と、迅速な意思決定を行うことが重要であるとの観点から、現状の体制が当社に適していると判断しております。
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④役員報酬等

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

(千円)

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる役員

の員数（名）基本報酬 賞与 退職慰労金

取締役

(社外取締役を除く)
19,440 19,440 － － 4

監査役

(社外監査役を除く)
4,416 4,416 － － 1

社外役員 3,525 3,525 － － 3

（注）１．上記の社外役員の支給人員には、期中に辞任した社外監査役１名を含んでおります。

２．取締役の報酬限度額は、平成16年９月２日開催の臨時株主総会において年額１億円以内と決議いただい

ております。

３．監査役の報酬限度額は、平成16年９月２日開催の臨時株主総会において年額３千万円以内と決議いただ

いております。

ロ．役員ごとの連結報酬等の総額等

報酬等の総額が１億円以上である役員が存在しないため、記載しておりません。

ハ．使用人兼務役員の使用人分給与のうち、重要なもの

重要なものはありません。

ニ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定の関する方針の内容及び決定方法

役員の報酬等の額は、業績連動型報酬制度を導入し、「固定部分」と会社の業績に連動した「変動部分」から

構成されており、「変動部分」は(1)従業員一人当たりの賞与額、(2)総資産経常利益率、(3)純資産経常利益率を

所定の比率で換算し、月額報酬に反映させる仕組みとなっております。

なお、監査役には、制度の趣旨をふまえ、採用しておりません。

⑤株式の保有状況

保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並びに

当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

区分

前事業年度
（千円）

当事業年度（千円）

貸借対照表計上
額の合計額

貸借対照表計上
額の合計額

受取配当金の合
計額

売却損益の合計
額

評価損益の合計
額

非上場株式 － 7,000 － － （注）

上記以外の株式 － － － －
－

(－)

（注）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「評価損

益の合計額」は記載しておりません。

⑥会計監査の状況

当社は三優監査法人と監査契約を締結しており、通常の会計監査に加え、重要な会計課題について随時相談及び

検討を行うとともに、内部統制の充実・強化のための指導を受けております。

また、業務を執行した公認会計士は、代表社員鳥居陽、社員堤剣吾の２名であり、会計監査業務に係る補助者は、公

認会計士３名であります。なお、継続監査年数については７年以内であるため、記載を省略しております。

⑦社外監査役と提出会社との関係

当社の社外監査役であります寺畑幸雄氏及び大道卓氏とは、寺畑幸雄氏が当社株式を21株（平成24年11月26日現

在の所有株式数）所有しているほかは、資本関係、人的関係及び取引関係その他の利害関係はありません。
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⑧社外役員及び会計監査人との責任限定契約の内容

当社定款において、会社法第427条第１項の規定により、当社と社外取締役及び社外監査役との間に、同法第423条

第１項の賠償責任を限定する契約を締結できる規定を設けております。当社は、当該定款規定により、社外監査役の

寺畑幸雄及氏び大道卓氏との間で責任限定契約を結んでおります。当該契約に基づく責任の限度額は、360万円以上

であらかじめ定めた金額又は法令が規定する額のいずれか高い額としております。

また同様に、会社法第427条第１項の規定により、当社と会計監査人との間に、同法第423条第１項の賠償責任を限

定する契約を締結しております。当社は、当該定款規定により、会計監査人との間で責任限定契約を結んでおりま

す。責任限定契約の概要は会計監査人がその契約の履行に伴い当社が損害を蒙った場合、悪意又は重大な過失が

あったときを除き、法令が規定する額をもって損害賠償責任限度額としております。

⑨取締役の定数

当社定款において当社の取締役は６名以内と定めております。

⑩取締役選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累積投票によ

らない旨も定款に定めております。

⑪取締役会への権限譲渡の内容

当社定款において、次のように取締役会への権限委譲を定めております。

イ．自己株式取得の決定機関

当社は自己株式の取得について、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等によ

り自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な

資本政策を遂行できるようにするためであります。

ロ．取締役の責任免除の決定機関

当社は、取締役の責任免除について、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取

締役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができ

る旨を定款に定めております。これは取締役が期待された役割を十分発揮できるよう、取締役の責任を軽減する

ためであります。

ハ．監査役の責任免除の決定機関

当社は、監査役の責任免除について、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる監査役（監

査役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができ

る旨を定款に定めております。これは監査役が期待された役割を十分発揮できるよう、監査役の責任を軽減する

ためであります。

ニ．中間配当

当社は、取締役会の決議によって毎年２月末日を基準日として中間配当を行うことができる旨を定款に定めて

おります。これは株主への柔軟な利益還元を可能とするためであります。

⑫株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めておりま

す。これは、株主総会の特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的としてお

ります。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度
監査証明業務に
基づく報酬（千円）

非監査業務に
基づく報酬（千円）

監査証明業務に
基づく報酬（千円）

非監査業務に
基づく報酬（千円）

19,200 － 15,600 －

②【その他重要な報酬の内容】

 (前事業年度)

該当事項はありません。

（当事業年度）

該当事項はありません。　　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

 (前事業年度)

該当事項はありません。

（当事業年度）

該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

　監査公認会計士等の監査計画、監査内容、監査日数等を勘案し、当社の監査役会の同意の上、監査報酬を決定して

います。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づいて

作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（平成23年９月１日から平成24年８月31日ま

で）の財務諸表について、三優監査法人により監査を受けております。　

３．連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

　

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を適

切に把握し、又は会計基準の変更について的確に対応するため、外部研修会への参加を行っております。
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１【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成23年８月31日)

当事業年度
(平成24年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 144,497 384,011

受取手形 186,649 104,193

売掛金 266,068 127,822

電子記録債権 － 87,410

製品 2,080 ※4
 3,818

仕掛品 ※4
 44,035

※4
 16,804

原材料 ※4
 551

※4
 146

前渡金 3,912 －

前払費用 12,630 9,620

その他 2,679 2,588

貸倒引当金 △943 △608

流動資産合計 662,161 735,808

固定資産

有形固定資産

建物 ※1
 850,648

※1
 464,709

減価償却累計額 ※2
 △287,193

※2
 △149,662

建物（純額） ※3
 563,454

※3
 315,046

構築物 ※1
 60,472

※1
 39,069

減価償却累計額 ※2
 △45,786

※2
 △30,280

構築物（純額） ※3
 14,685

※3
 8,788

機械及び装置 ※1
 1,696,371

※1
 1,668,259

減価償却累計額 ※2
 △1,279,838

※2
 △1,362,391

機械及び装置（純額） ※3
 416,533

※3
 305,867

車両運搬具 37,751 34,541

減価償却累計額 ※2
 △34,594 △29,437

車両運搬具（純額） ※3
 3,156 5,104

工具、器具及び備品 26,932 21,447

減価償却累計額 ※2
 △23,674

※2
 △19,340

工具、器具及び備品（純額） 3,258 2,107

土地 ※1, ※3
 427,524

※1, ※3
 289,783

リース資産 28,600 28,600

減価償却累計額 ※2
 △18,199

※2
 △22,999

リース資産（純額） 10,400 5,600

建設仮勘定 ※3
 115,535

※3
 75,275

有形固定資産合計 1,554,549 1,007,573

無形固定資産

ソフトウエア 4,825 2,095

その他 214 195

無形固定資産合計 5,040 2,291
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(単位：千円)

前事業年度
(平成23年８月31日)

当事業年度
(平成24年８月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 － 7,000

出資金 101 101

長期貸付金 814 814

従業員に対する長期貸付金 203 －

差入保証金 21,683 21,683

長期前払費用 1,645 1,279

貸倒引当金 △841 △814

投資その他の資産合計 23,605 30,063

固定資産合計 1,583,195 1,039,928

資産合計 2,245,357 1,775,737

負債の部

流動負債

買掛金 33,266 17,548

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 6,610

※1
 194,009

リース債務 5,763 6,047

未払金 19,756 9,227

未払費用 36,804 29,899

未払法人税等 4,244 2,918

未払消費税等 33,899 9,925

預り金 5,477 352

前受収益 245 143

受注損失引当金 6,000 4,100

その他 71 －

流動負債合計 152,140 274,172

固定負債

長期借入金 ※1
 2,008,945

※1
 1,486,336

リース債務 7,987 1,939

資産除去債務 1,570 1,584

その他 143 －

固定負債合計 2,018,646 1,489,860

負債合計 2,170,787 1,764,032

純資産の部

株主資本

資本金 133,000 133,000

資本剰余金

資本準備金 123,000 123,000

資本剰余金合計 123,000 123,000

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △181,430 △244,295

利益剰余金合計 △181,430 △244,295

株主資本合計 74,569 11,704

純資産合計 74,569 11,704

負債純資産合計 2,245,357 1,775,737
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成22年９月１日
　至　平成23年８月31日)

当事業年度
(自　平成23年９月１日
　至　平成24年８月31日)

売上高 1,266,923 1,103,288

売上原価

製品期首たな卸高 4,500 2,080

当期製品製造原価 1,079,782 896,824

合計 1,084,283 898,904

他勘定振替高 ※1
 742

※1
 16,970

製品期末たな卸高 2,080 3,818

売上原価 ※2, ※3
 1,081,461

※2, ※3
 878,116

売上総利益 185,462 225,171

販売費及び一般管理費

役員報酬 34,006 27,381

給料及び手当 47,041 41,919

福利厚生費 11,462 9,754

販売促進費 657 14,487

旅費及び交通費 15,694 15,158

減価償却費 3,947 3,069

支払手数料 42,954 39,700

租税公課 4,211 3,728

貸倒引当金繰入額 827 △267

研究開発費 ※4
 18

※4
 1,409

その他 19,617 18,444

販売費及び一般管理費合計 180,437 174,787

営業利益 5,025 50,384

営業外収益

受取利息 75 60

受取配当金 2 2

助成金収入 1,271 415

為替差益 － 2,205

債務勘定整理益 724 －

その他 1,725 1,297

営業外収益合計 3,799 3,980

営業外費用

支払利息 36,004 21,820

貸倒引当金繰入額 － △95

為替差損 7,268 －

休止固定資産減価償却費 12,498 10,074

その他 2,896 1,076

営業外費用合計 58,669 32,877

経常利益又は経常損失（△） △49,844 21,487
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成22年９月１日
　至　平成23年８月31日)

当事業年度
(自　平成23年９月１日
　至　平成24年８月31日)

特別利益

貸倒引当金戻入額 550 －

保険解約返戻金 － 2,470

固定資産売却益 ※5
 74,940

※5
 3,532

債務免除益 30,000 －

私財提供益 ※6
 13,943 －

特別利益合計 119,433 6,002

特別損失

固定資産売却損 － ※7
 35,100

固定資産除却損 ※8
 862

※8
 44

減損損失 ※9
 327,704

※9
 35,100

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 978 －

事業構造改善費用 ※10
 125,103

※10
 16,354

特別損失合計 454,648 86,599

税引前当期純損失（△） △385,059 △59,109

法人税、住民税及び事業税 4,244 3,755

法人税等合計 4,244 3,755

当期純損失（△） △389,303 △62,865
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【製造原価明細書】

　 　
前事業年度

（自　平成22年９月１日
至　平成23年８月31日）

当事業年度
（自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費 　 193,477 17.3 127,099 14.6

Ⅱ　労務費 　 350,127 31.3 310,904 35.8

Ⅲ　経費 ※１ 576,440 51.4 431,589　 49.6　

当期総製造費用 　 1,120,045100.0 869,593100.0

期首仕掛品たな卸高 　 97,898 　 44,035 　

合計 　 1,217,944　 913,629　

期末仕掛品たな卸高 　 44,035　 16,804　

他勘定振替高 ※２ 94,125　 － 　

当期製品製造原価 　 1,079,782　 896,824　

原価計算の方法

原価計算の方法は、個別原価計算によっております。

（注）※１．主な内訳は次のとおりであります。

項目
前事業年度

（自 平成22年９月１日
至 平成23年８月31日）

当事業年度
（自 平成23年９月１日
至 平成24年８月31日）

外注加工費（千円） 171,709 141,574
減価償却費（千円） 227,239 139,738
受注損失引当金繰入額（千円） △2,000 △1,900

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

項目
前事業年度

（自 平成22年９月１日
至 平成23年８月31日）

当事業年度
（自 平成23年９月１日
至 平成24年８月31日）

未収入金（千円） 94,125 －
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成22年９月１日
　至　平成23年８月31日)

当事業年度
(自　平成23年９月１日
　至　平成24年８月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 508,250 133,000

当期変動額

新株の発行 123,000 －

減資 △498,250 －

当期変動額合計 △375,250 －

当期末残高 133,000 133,000

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 115,230 123,000

当期変動額

新株の発行 123,000 －

資本準備金の取崩 △115,230 －

当期変動額合計 7,769 －

当期末残高 123,000 123,000

その他資本剰余金

当期首残高 － －

当期変動額

減資による資本金の取崩 498,250 －

資本準備金の取崩 115,230 －

欠損填補 △613,480 －

当期変動額合計 － －

当期末残高 － －

資本剰余金合計

当期首残高 115,230 123,000

当期変動額

新株の発行 123,000 －

欠損填補 △613,480 －

減資による資本金の取崩 498,250 －

当期変動額合計 7,769 －

当期末残高 123,000 123,000

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 △405,606 △181,430

当期変動額

欠損填補 613,480 －

当期純損失（△） △389,303 △62,865

当期変動額合計 224,176 △62,865

当期末残高 △181,430 △244,295

EDINET提出書類

株式会社マルマエ(E01465)

有価証券報告書

53/88



(単位：千円)

前事業年度
(自　平成22年９月１日
　至　平成23年８月31日)

当事業年度
(自　平成23年９月１日
　至　平成24年８月31日)

利益剰余金合計

当期首残高 △405,606 △181,430

当期変動額

欠損填補 613,480 －

当期純損失（△） △389,303 △62,865

当期変動額合計 224,176 △62,865

当期末残高 △181,430 △244,295

株主資本合計

当期首残高 217,873 74,569

当期変動額

新株の発行 246,000 －

当期純損失（△） △389,303 △62,865

当期変動額合計 △143,303 △62,865

当期末残高 74,569 11,704

純資産合計

当期首残高 217,873 74,569

当期変動額

新株の発行 246,000 －

当期純損失（△） △389,303 △62,865

当期変動額合計 △143,303 △62,865

当期末残高 74,569 11,704
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成22年９月１日
　至　平成23年８月31日)

当事業年度
(自　平成23年９月１日
　至　平成24年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純損失（△） △385,059 △59,109

減価償却費 243,685 152,882

固定資産除却損 862 44

減損損失 327,704 35,100

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,566 △362

受注損失引当金の増減額（△は減少） △2,000 △1,900

受取利息及び受取配当金 △75 △62

支払利息 36,004 21,820

株式交付費 955 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 978 －

為替差損益（△は益） 4,333 △482

固定資産売却益 △74,940 △3,532

固定資産売却損 － 35,100

売上債権の増減額（△は増加） △118,918 133,291

たな卸資産の増減額（△は増加） 95,438 25,897

仕入債務の増減額（△は減少） △8,627 △15,717

債務免除益 △30,000 －

未収消費税等の増減額（△は増加） 1,254 －

未払消費税等の増減額（△は減少） 33,899 △23,974

私財提供益 △13,943 －

その他 36,267 △16,563

小計 146,252 282,432

利息及び配当金の受取額 76 63

利息の支払額 △32,558 △21,391

法人税等の還付額 46 6

法人税等の支払額 △3,559 △5,081

営業活動によるキャッシュ・フロー 110,258 256,030

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △9,623 △13,766

有形固定資産の売却による収入 205,000 343,896

従業員に対する長期貸付けによる支出 △789 －

従業員に対する長期貸付金の回収による収入 1,422 845

投資有価証券の取得による支出 － △7,000

差入保証金の差入による支出 △21,600 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 174,410 323,975

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 450,000 －

短期借入金の返済による支出 △596,681 －

長期借入金の返済による支出 △267,176 △335,210

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △5,493 △5,763

私財提供による収入 13,943 －

株式の発行による支出 △955 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △406,363 △340,973
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成22年９月１日
　至　平成23年８月31日)

当事業年度
(自　平成23年９月１日
　至　平成24年８月31日)

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4,333 482

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △126,028 239,514

現金及び現金同等物の期首残高 270,526 144,497

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 144,497

※1
 384,011
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【重要な会計方針】

１．有価証券の評価基準及び評価方法

　　その他有価証券

　　　時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用しております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 製品

　 　主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 仕掛品

　　 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(3) 原材料

　 　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　　建物（附属設備を除く）……定額法

  　上記以外………………………定率法

  なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物　　　　　３年～34年

　機械及び装置　２年～９年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法

　なお、自社利用目的のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法

によっております。

(3) リース資産　

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年８月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

  債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 受注損失引当金

  受注契約に係る将来の損失の発生に備えるため、当期末における受注契約に係る損失見込額を計上して

おります。

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の処理方法

税抜方式によっております。

EDINET提出書類

株式会社マルマエ(E01465)

有価証券報告書

57/88



【表示方法の変更】

（貸借対照表）

　前事業年度において、「投資その他の資産」の「その他」に含めていた「差入保証金」は資産の総額の100分の

１を超えたため、当事業年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年

度の財務諸表の組み替えを行っております。

　この結果、前事業年度の貸借対照表において、「投資その他の資産」の「その他」に表示していた21,683千円

は、「差入保証金」として組み替えております。

　

（損益計算書）

　前事業年度において、「販売費及び一般管理費」の「その他」に含めていた「販売促進費」は、販売費及び一般

管理費の合計額の100分の５を超えたため、当事業年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を

反映させるため、前事業年度の財務諸表の組み替えを行っております。

　この結果、前事業年度の損益計算書において、「販売費及び一般管理費」の「その他」に表示していた20,274千

円は、「販売促進費」657千円、「その他」19,617千円として組み替えております。

　前事業年度において、独立掲記していた「営業外収益」の「受取手数料」は、営業外収益の総額の100分の10以

下となったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、

前事業年度の財務諸表の組み替えを行っております。 

　この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外収益」の「受取手数料」に表示していた520千円は、「そ

の他」として組み替えております。

【追加情報】

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。　

　

【注記事項】

（貸借対照表関係）

※１．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

　
前事業年度

（平成23年８月31日）
当事業年度

（平成24年８月31日）

建物 563,454千円 (498,050)千円 315,046千円 (253,560)千円

構築物 14,685 (14,424) 8,788 (8,581)

機械及び装置 340,237(340,237) 251,851(251,851)

土地 427,524(300,241) 289,783(162,500)

計 1,345,902(1,152,954)865,470(676,494)

担保付債務は、次のとおりであります。

　
前事業年度

（平成23年８月31）
当事業年度

（平成24年８月31日）

１年内返済予定の長期借入金 4,832千円 (1,971)千円 144,784千円 (56,360)千円

長期借入金 1,506,450(1,057,454)1,109,223(831,798)

計 1,511,282(1,059,425)1,254,008(888,159)

上記のうち（　）内書は工場抵当並びに当該債務を示しております。

※２．減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。
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※３．有形固定資産に含めて表示している遊休固定資産は次の通りであります。

　
前事業年度

（平成23年８月31日）
当事業年度

（平成24年８月31日）

建物 230,597千円 1,490千円

構築物 3,306 207

機械及び装置 17,946 265

車輌運搬具 669 －

土地 147,247 9,506

建設仮勘定 115,535 60,000

計 515,302 71,469

※４．損失が見込まれる受注に係るたな卸資産は、これに対応する受注損失引当金を相殺表示しております。

相殺表示したたな卸資産に対応する受注損失引当金の額は、次のとおりであります。

　
前事業年度

（平成23年８月31日）
当事業年度

（平成24年８月31日）

製品 －千円 2,532千円

仕掛品 5,759 7,258

原材料 273 31

計 6,033 9,821

５．偶発債務

前事業年度（平成23年８月31日）

当社は平成23年５月31日をもって熊本事業所における事業活動を停止しております。

このため、今後の当該事業所の使用状況や資産売却の状況によっては、「大津町工場等振興奨励補助金交付

要領」第11条に基づいて、過去に受領した補助金106,723千円の全部ないし一部について返還を求められる可

能性が発生しております。

なお、当該返還額は未定であり、合理的に見積もることも困難であります。

当事業年度（平成24年８月31日）

該当事項はありません。
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（損益計算書関係）

※１．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成22年９月１日
至　平成23年８月31日）

当事業年度
（自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日）

工具、器具及び備品 －千円 297千円

建設仮勘定 － 775

販売費及び一般管理費 742 15,897

計 742 16,970

※２．期末たな卸高は、収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれて

おります。

前事業年度
（自　平成22年９月１日
至　平成23年８月31日）

当事業年度
（自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日）

　 6,033千円 　 9,821千円

※３．売上原価に含まれている受注損失引当金繰入額

前事業年度
（自　平成22年９月１日
至　平成23年８月31日）

当事業年度
（自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日）

　 △2,000千円 　 △1,900千円

※４．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

前事業年度
（自　平成22年９月１日
至　平成23年８月31日）

当事業年度
（自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日）

　 18千円 　 1,409千円

※５．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成22年９月１日
至　平成23年８月31日）

当事業年度
（自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日）

機械及び装置 74,940千円 －千円

車両運搬具 － 2,268

建設仮勘定 － 1,264

計 74,940 3,532

※６．私財提供益

前事業年度（自　平成22年９月１日　至　平成23年８月31日）

平成23年８月31日付で当社代表取締役社長である前田俊一氏からの私財提供益であります。

※７．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成22年９月１日
至　平成23年８月31日）

当事業年度
（自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日）

建物 －千円 10,855千円

構築物 － 131

機械及び装置 － 371

工具、器具及び備品 － 0

土地 － 23,741

計 － 35,100
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※８．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成22年９月１日
至　平成23年８月31日）

当事業年度
（自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日）

機械及び装置 604千円 －千円

車両運搬具 － 0

工具、器具及び備品 － 44

建設仮勘定 258 －

計 862 44

※９．減損損失

当社は以下の資産及び資産グループについて減損損失を計上しました。

前事業年度（自　平成22年９月１日　至　平成23年８月31日）

場所 用途 種類 金額(千円）

鹿児島県 遊休資産

土地 8,543

建物 2,909

構築物 89

機械及び装置 11,551

建設仮勘定 144,900

　 小計 167,994

熊本県 遊休資産

土地 72,023

建物 65,795

構築物 5,675

機械及び装置 12,662

車輌運搬具 29

リース資産 2,491

工具、器具及び備品 1,031

　 小計 159,709

合計 327,704

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として事業所単位ごとの事業部を基本とした資産のグルー

ピングを行っております。

なお、売却予定資産等については、個別物件ごとにグルーピングしております。

当事業年度において、売却予定資産について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（327,704千円）として特別損失に計上しております。

回収可能価額は正味売却価額により測定しております。

正味売却価額は不動産については不動産鑑定評価額を基礎に処分費用見込額を控除した額、その他固定資産

については第三者の見積り買取価格等によっております。

当事業年度（自　平成23年９月１日　至　平成24年８月31日）

場所 用途 種類 金額(千円）

鹿児島県 遊休資産 建設仮勘定 35,100

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として事業所単位を基本とした資産のグルーピングを行っ

ております。

なお、売却予定資産等については、個別物件ごとにグルーピングしております。

当事業年度において、売却予定資産について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（35,100千円）として特別損失に計上しております。

なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額は第三者の見積り買取価格等によっ

ております。
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※10．事業構造改善費用の内訳

　
前事業年度

（自　平成22年９月１日
至　平成23年８月31日）

当事業年度
（自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日）

事業再生ＡＤＲ手続に係る費用 125,103千円 16,354千円

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成22年９月１日　至　平成23年８月31日）

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式総数に関する事項

　
当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度
減少株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

発行済株式 　 　 　 　

普通株式 18,540 － － 18,540

Ａ種優先株式（注）１ － 246 － 246

合計 18,540 246 － 18,786

自己株式 　 　 　 　

普通株式（注）２ － 1,094 － 1,094

合計 － 1,094 － 1,094

（注）１．Ａ種優先株式の増加数の内訳は次のとおりであります。

債務の株式化（デット・エクイティ・スワップ）による増加　　246株

２．自己株式の増加の内訳は次のとおりであります。

当社役員の株式無償譲渡による自己株式　　1,094株

当事業年度（自　平成23年９月１日　至　平成24年８月31日）

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式総数に関する事項

　
当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度　　　
増加株式数（株）

当事業年度
減少株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

発行済株式 　 　 　 　

普通株式 18,540 － － 18,540

Ａ種優先株式 246 － － 246

合計 18,786 － － 18,786

自己株式 　 　 　 　

普通株式（注） 1,094 － － 1,094

合計 1,094 － － 1,094

（注）自己株式は、当社役員の株式無償譲渡によるものであります。
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前事業年度

（自　平成22年９月１日
至　平成23年８月31日）

当事業年度
（自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日）

現金及び預金 144,497千円 384,011千円

現金及び現金同等物 144,497 384,011

２．重要な非資金取引の内容

前事業年度において、金融支援を受け、デット・エクイティ・スワップ（債務の株式化）、短期借入金からの

長期借入金への振替及び債務免除を実施しております。

　
前事業年度

（自　平成22年９月１日
至　平成23年８月31日）

当事業年度
（自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日）

短期借入金の減少額 153,319千円 －千円

長期借入金の増加額 153,319 －

長期借入金の減少額 246,000 －

資本金の増加額 123,000 －

資本準備金の増加額 123,000 －

債務免除益による長期借入金の減少額 30,000 －
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（リース取引関係）

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

　主として精密切削加工事業のマシニングセンター（機械及び装置）であります。

②リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年８月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであり

ます。

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

（単位：千円）

　
前事業年度（平成23年８月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械及び装置 131,350 98,968 32,381

合計 131,350 98,968 32,381

（単位：千円）

　
当事業年度（平成24年８月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械及び装置 131,350 117,732 13,617

合計 131,350 117,732 13,617

(2) 　未経過リース料期末残高相当額等

（単位：千円）

　
前事業年度

（平成23年８月31日）
当事業年度

（平成24年８月31日）

未経過リース料期末残高相当額 　 　

１年内 19,864 14,737

１年超 14,737 －

合計 34,601 14,737

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

（単位：千円）

　
前事業年度

（自　平成22年９月１日
至　平成23年８月31日）

当事業年度
（自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日）

支払リース料 20,524 20,524

減価償却費相当額 18,764 18,764

支払利息相当額 1,167 660

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取引価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

設備投資計画に照らして、主に銀行借入により、必要な資金を調達しております。一時的な余資は短期的な預

金に限定しております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権である受取手形、売掛金及び電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスク

に関しては、与信管理規程に沿って相手先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、信用状況を把握し、

リスク低減を図っております。

差入保証金は、主に購買取引に係る保証金であり、差入先の信用リスクに晒されております。当該リスクに

関しては、定期的に差入先の財務状態を把握しております。

②資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

長期借入金は主に営業取引及び設備投資に係る資金調達であり、流動性リスクに晒されておりますが、各部

署からの報告に基づき管理部が毎月に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより

流動性リスクを管理しております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極

めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

前事業年度（平成23年８月31日）

　
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 144,497 144,497 －

(2) 受取手形 186,649 186,649 －

(3) 売掛金 266,068 266,068 －

資産計 597,215 597,215 －

(1) 買掛金 33,266 33,266 －

(2) 未払費用 36,804 36,804 －

(3) １年内返済予定の長期借入金 6,610 6,610 －

負債計 76,680 76,680 －

（注）１．金融商品の時価の算定方法

資　産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形、(3) 売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

負　債

(1) 買掛金、(2) 未払費用、(3) １年内返済予定の長期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。
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当事業年度（平成24年８月31日）

　
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 384,011 384,011 －

(2) 受取手形 104,193 104,193 －

(3) 売掛金 127,822 127,822 －

(4) 電子記録債権 87,410 87,410 －

資産計 703,438 703,438 －

(1) 未払費用 29,899 29,899 －

(2) １年内返済予定の長期借入金 194,009 194,009 －

負債計 223,908 223,908 －

（注）１．金融商品の時価の算定方法

資　産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形、(3) 売掛金、(4）電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

負　債

(1) 未払費用、(2）１年内返済予定の長期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区分
前事業年度

（平成23年８月31日）
当事業年度

（平成24年８月31日）

差入保証金（※）１ 21,683 21,683

長期借入金（※）２ 2,008,945 1,486,336

（※）１．市場価格がなく、かつ、返却期限を合理的に見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と

認められることから、時価開示の対象から除いております。

２．当社は、事業再生ＡＤＲ手続により金融支援を受けております。事業再生計画において、各事業年度にお

けるキャッシュ・フロー及び各期末日現在の預金残高に基づく返済を組み込んでいることから、時価を

合理的に算定できないため、時価開示の対象から除いております。
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３．金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度（平成23年８月31日）

　
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 144,179 － － －

受取手形 186,649 － － －

売掛金 266,068 － － －

合計 596,897 － － －

当事業年度（平成24年８月31日）

　
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 383,511 － － －

受取手形 104,193 － － －

売掛金 127,822 － － －

電子記録債権 87,410 － － －

合計 702,938 － － －

４．長期借入金の決算日後の返済予定額

附属明細表「借入金等明細表」をご参照下さい。

　

（有価証券関係）

前事業年度（平成23年８月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（平成24年８月31日）

その他有価証券

非上場株式（当事業年度の貸借対照表計上額7,000千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、記載しておりません。

 

（デリバティブ取引関係）

前事業年度（自　平成22年９月１日　至　平成23年８月31日）

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

当事業年度（自　平成23年９月１日　至　平成24年８月31日）

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

　

（退職給付関係）

前事業年度（自　平成22年９月１日　至　平成23年８月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（自　平成23年９月１日　至　平成24年８月31日）

該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

（１）ストック・オプションの内容

 
第２回

平成16年ストック・オプション
第３回

平成16年ストック・オプション

付与対象者の区分及び数 当社取締役１名及び従業員28名 当社監査役１名及び従業員４名

ストック・オプション数(注) 普通株式　266株 普通株式　34株

付与日 平成17年７月１日 平成17年10月20日

権利確定条件
付与日（平成17年７月１日）以降、権利確
定日（平成18年10月25日）まで継続して
勤務していること。

付与日（平成17年10月20日）以降、権利確
定日（平成18年10月25日）まで継続して
勤務していること。

対象勤務期間
自：平成17年７月１日
至：平成18年10月25日

自：平成17年10月20日
至：平成18年10月25日

権利行使期間

自：平成18年10月26日
至：平成26年10月25日
ただし、権利確定後退職した場合は、退職
日まで行使可。

自：平成18年10月26日
至：平成26年10月25日
ただし、権利確定後退職した場合は、退職
日まで行使可。

（注）上記表に記載された株式数は、平成19年12月１日付株式分割(普通株式１株につき２株)による分割後の株式数に換
算して記載しております。

 
第４回

平成17年ストック・オプション
第５回

平成17年ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
当社取締役３名、監査役１名及び従業員33
名

当社従業員21名

ストック・オプション数(注) 普通株式　126株 普通株式　82株

付与日 平成18年２月１日 平成18年４月20日

権利確定条件
付与日（平成18年２月１日）以降、権利確
定日（平成19年11月19日）まで継続して
勤務していること。

付与日（平成18年４月20日）以降、権利確
定日（平成19年11月19日）まで継続して
勤務していること。

対象勤務期間
自：平成18年２月１日
至：平成19年11月19日

自：平成18年４月20日
至：平成19年11月19日

権利行使期間

自：平成19年11月20日
至：平成27年11月19日
ただし、権利確定後退職した場合は、退職
日まで行使可。

自：平成19年11月20日
至：平成27年11月19日
ただし、権利確定後退職した場合は、退職
日まで行使可。

（注）上記表に記載された株式数は、平成19年12月１日付株式分割(普通株式１株につき２株)による分割後の株式数に換
算して記載しております。

 
第６回

平成17年ストック・オプション

付与対象者の区分及び数 当社従業員１名

ストック・オプション数(注) 普通株式　６株

付与日 平成18年４月28日

権利確定条件
付与日（平成18年４月28日）以降、権利確
定日（平成19年11月19日）まで継続して
勤務していること。

対象勤務期間
自：平成18年４月28日
至：平成19年11月19日

権利行使期間

自：平成19年11月20日
至：平成27年11月19日
ただし、権利確定後退職した場合は、退職
日まで行使可。

（注）上記表に記載された株式数は、平成19年12月１日付株式分割(普通株式１株につき２株)による分割後の株式数に換
算して記載しております。
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（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況

当事業年度（平成24年８月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプショ
ンの数については、株式数に換算して記載しております。

①ストック・オプションの数

  
第２回

平成16年ストック・オプション
第３回

平成16年ストック・オプション

権利確定前 （株） 　  

前事業年度末  － －

付与  － －

失効  － －

権利確定  － －

未確定残  － －

権利確定後 （株） 　  

前事業年度末  120 2

権利確定  － －

権利行使  － －

失効  － －

未行使残  120 2

（注）上記表に記載された株式数は、平成19年12月１日付株式分割(普通株式１株につき２株)による分割後の株式数に換
算して記載しております。

  
第４回

平成17年ストック・オプション
第５回

平成17年ストック・オプション

権利確定前 （株）   

前事業年度末  － －

付与  － －

失効  － －

権利確定  － －

未確定残  － －

権利確定後 （株）   

前事業年度末  42 36

権利確定  － －

権利行使  － －

失効  － －

未行使残  42 36

（注）上記表に記載された株式数は、平成19年12月１日付株式分割(普通株式１株につき２株)による分割後の株式数に換
算して記載しております。

  
第６回

平成17年ストック・オプション

権利確定前 （株）  

前事業年度末  －

付与  －

失効  －

権利確定  －

未確定残  －

権利確定後 （株）  

前事業年度末  6

権利確定  －

権利行使  －

失効  －

未行使残  6

（注）上記表に記載された株式数は、平成19年12月１日付株式分割(普通株式１株につき２株)による分割後の株式数に換
算して記載しております。
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②単価情報

  
第２回

平成16年ストック・オプション
第３回

平成16年ストック・オプション

権利行使価格 （円） 50,000 180,000

行使時平均株価 （円） － －

公正な評価単価（付与日） （円） － －

  
第４回

平成17年ストック・オプション
第５回

平成17年ストック・オプション

権利行使価格 （円） 210,500 215,500

行使時平均株価 （円） － －

公正な評価単価（付与日） （円） － －

  
第６回

平成17年ストック・オプション

権利行使価格 （円） 215,500

行使時平均株価 （円） －

公正な評価単価（付与日） （円） －

（注）権利行使価格については、平成19年12月１日付株式分割(普通株式１株につき２株)による調整後の１株当たりの価
格を記載しております。

２．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用
しております。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

（平成23年８月31日）
　

当事業年度
（平成24年８月31日）

繰延税金資産 　　 　

繰越欠損金 356,471千円　 315,184千円

減損損失 212,464　 112,944

債務消滅益 － 　 85,608

たな卸資産評価損 2,401　 3,417

受注損失引当金 2,388　 1,426

貸倒引当金 710 　 494

未払賞与 － 　 2,436

その他 624 　 551

繰延税金資産小計 575,060　 522,063

評価性引当額 △571,052　 △519,533

繰延税金資産合計 4,008　 2,530

繰延税金負債 　　 　

前払固定資産税 2,152　 1,417

前払労働保険料 1,609　 970

その他 247 　 142

繰延税金負債合計 4,008　 2,530

繰延税金資産の純額 － 　 －

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

税引前当期純損失であるため記載しておりません。

３．法人税等の税率の変更等による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23

年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する

特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する事

業年度から法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金

資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、従来の39.8％から、平成24年９月１日に開始する事

業年度から平成26年９月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については37.2％に、平成27

年９月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については34.8％に変更となります。

なお、この税率変更による財務諸表への影響はありません。

（持分法損益等）

前事業年度（自　平成22年９月１日　至　平成23年８月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自　平成23年９月１日　至　平成24年８月31日）

　該当事項はありません。

（資産除去債務関係）

前事業年度（自　平成22年９月１日　至　平成23年８月31日）

金額的重要性が低いため注記を省略しております。

当事業年度（自　平成23年９月１日　至　平成24年８月31日）

金額的重要性が低いため注記を省略しております。
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（賃貸等不動産関係）

　当社では、鹿児島県出水市の知識工場（土地を含む。）が遊休状態になっております。なお、熊本県菊池郡大津町

の熊本事業所については、平成24年２月29日に譲渡しております。前事業年度における当該賃貸等不動産に関す

る費用は、6,534千円（営業外費用に計上）、減損損失155,037千円（特別損失に計上）であります。当事業年度に

おける当該賃貸等不動産に関する費用は、8,409千円（営業外費用に計上）、固定資産売却損35,100千円（特別損

失に計上）であります。

また、貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

　 （単位：千円）

　
前事業年度

（自　平成22年９月１日
至　平成23年８月31日）

当事業年度
（自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日）

貸借対照表計上額 　 　

　 期首残高 － 381,151

　 期中増減額 381,151 △369,947

　 期末残高 381,151 11,203

期末時価 381,151 11,737

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、前事業年度の増加額は、事業用不動産の遊休化によるものであります。当事業年度の

主な減少額は、熊本県菊池郡大津町の熊本事業所の譲渡（361,538千円）であります。

３．期末の時価は、主として「不動産鑑定評価書」に基づく金額によっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前事業年度（自　平成22年９月１日　至　平成23年８月31日）

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

「精密切削加工事業」は、ＦＰＤ製造装置、半導体製造装置、太陽電池等の製造装置に使用される真空チャン

バーや電極などの重要部品の製造を行っております。

「装置組立事業」は、ＦＰＤ及び太陽電池等の製造装置の組み立てを行っております。

なお、平成23年８月31日付で装置組立事業を廃止したため、当事業年度より精密切削加工事業のみの単一セグ

メントとなっております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一でありま

す。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場価格等を考慮し、社内で設定された価格に基づいております。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

(単位：千円)

　
報告セグメント 調整額

(注)

損益計算書

計上額精密切削加工事業 装置組立事業 計

売上高 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 1,261,979 4,944 1,266,923 － 1,266,923

セグメント間の内部売上高又
は振替高

86 － 86 △86 －

計 1,262,066 4,944 1,267,010△86 1,266,923

セグメント利益又は損失(△) 38,436 △33,411 5,025 － 5,025

セグメント資産 1,730,054 － 1,730,054515,3022,245,357

その他の項目 　 　 　 　 　

減価償却費 231,746 11,938 243,685 － 243,685

有形固定資産及び無形固定資
産の増加額

9,721 － 9,721 － 9,721

（注）調整額のうち、セグメント間の内部売上高又は振替高は、セグメント間取引消去であります。

セグメント資産の調整額は、売却予定の遊休資産であります。

当事業年度（自　平成23年９月１日　至　平成24年８月31日）

当社は、精密切削加工事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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【関連情報】

前事業年度（自　平成22年９月１日　至　平成23年８月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）

　 精密切削加工事業 装置組立事業 合計

外部顧客への売上高 1,261,979 4,944 1,266,923

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

（単位：千円）

日本 韓国 アメリカ シンガポール 合計

1,150,052 55,062 43,027 18,781 1,266,923

(2) 有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名

日本発条株式会社 196,943 精密切削加工事業

ワイエイシイ株式会社 186,727 精密切削加工事業

芝浦メカトロニクス株式会社 155,262 精密切削加工事業

　

当事業年度（自　平成23年９月１日　至　平成24年８月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　当社は、単一セグメントであり、区分すべき製品及びサービスの区分が存在しないため、記載を省略しておりま

す。　

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

（単位：千円）

日本 韓国 シンガポール 合計

985,936 57,942 59,409 1,103,288

(2) 有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名

日本発条株式会社 249,207 精密切削加工事業

ワイエイシイ株式会社 146,250 精密切削加工事業

アルバック九州株式会社 126,211 精密切削加工事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度（自  平成22年９月１日  至  平成23年８月31日）

（単位：千円）

　 精密切削加工事業 装置組立事業 調整額　 合計

減損損失 － － 327,704 327,704

（注）「調整額」の金額は、事業の用に供していない遊休資産にかかるものであります。

　

当事業年度（自  平成23年９月１日  至  平成24年８月31日）

（単位：千円）

　 精密切削加工事業 調整額 合計

減損損失 － 　35,100 　35,100

（注）「調整額」の金額は、事業の用に供していない遊休資産にかかるものであります。　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度（自  平成22年９月１日  至  平成23年８月31日）

該当事項はありません。

　

当事業年度（自  平成23年９月１日  至  平成24年８月31日）

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度（自  平成22年９月１日  至  平成23年８月31日）

該当事項はありません。

　

当事業年度（自  平成23年９月１日  至  平成24年８月31日）

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

関連当事者との取引

財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

前事業年度（自　平成22年９月１日　至　平成23年８月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員 前田俊一 － －
当社代表取

締役

（被所有）

直接　53.1％

当社債務の

保証

債務被保証

(注）１
2,015,555－ －

私財提供

(注）２
13,943－ －

自己株式の

取得

(注）３

－ 自己株式 －

（注）１．当社の金融機関からの借入につき、債務保証を受けたものであり、取引金額は期末時点の保証残高であり

ます。なお、保証料は支払っておりません。

２．当社代表取締役社長より事業再生計画における経営者責任及び株主責任の一環として私財提供を受けた

ものであります。

３．当社代表取締役社長より事業再生計画における経営者責任及び株主責任の一環として当社株式1,094株を

無償で取得したものであります。

当事業年度（自　平成23年９月１日　至　平成24年８月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員 前田俊一 － －
当社代表取

締役

（被所有）

直接　53.1％

当社債務の

保証

債務被保証

(注）
1,680,345－ －

（注）当社の金融機関からの借入につき、債務保証を受けたものであり、取引金額は期末時点の保証残高であります。

なお、保証料は支払っておりません。
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（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自　平成22年９月１日
至　平成23年８月31日）

当事業年度
（自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日）

１株当たり純資産額 △9,826円32銭 △13,429円75銭

１株当たり当期純損失金額（△） △21,262円96銭 △3,603円42銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益

　潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額については、潜在株式は存在す
るものの１株当たり当期純損失であ
るため記載しておりません。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額については、潜在株式は存在す
るものの１株当たり当期純損失であ
るため記載しておりません。

　

（注）　１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

（自　平成22年９月１日
至　平成23年８月31日）

当事業年度
（自　平成23年９月１日
至　平成24年８月31日）

当期純損失金額（△）（千円）　 △389,303 △62,865

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純損失金額　　　　（△）

（千円）
△389,303 △62,865

期中平均株式数（株） 18,309 17,446

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要

　第２回新株予約権　120株

　第３回新株予約権　 ２株

　第４回新株予約権 　42株

　第５回新株予約権　 36株

  第６回新株予約権　 ６株　

 なお、概要は「第４　提出会社の状況、１　株式等の状況　（2）新株予約権
等の状況」に記載のとおりであります。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　有価証券の残高が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略

しております。

　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高（千円）

有形固定資産                             

建物 850,648 － 385,939464,709149,662 27,298 315,046

構築物 60,472 － 21,402 39,069 30,280 3,210 8,788

機械及び装置 1,696,3716,434 34,5461,668,2591,362,391109,538305,867

車両運搬具 37,751 6,120 9,330 34,541 29,437 3,744 5,104

工具、器具及び備品 26,932 436 5,921 21,447 19,340 1,542 2,107

土地 427,524 － 137,741289,783 － － 289,783

リース資産 28,600 － － 28,600 22,999 4,799 5,600

建設仮勘定 115,535 775
41,035

(35,100)　
75,275 － － 75,275

有形固定資産計 3,243,83713,766
635,917

(35,100)
2,621,6861,614,112150,1331,007,573

無形固定資産                             

ソフトウエア － － － 19,092 16,996 2,729 2,095

その他 － － － 280 84 18 195

無形固定資産計 － － － 19,372 17,080 2,748 2,291

長期前払費用　 1,645 － 365 1,279 － － 1,279

（注）１. 当期増加額及び当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

建物の減少・・・・・・・熊本事業所の売却385,939千円であります。

構築物の減少・・・・・・熊本事業所の売却21,402千円であります。

機械及び装置の減少・・・熊本事業所のホイスト及びコンプレッサー等の売却34,546千円であります。

土地の減少・・・・・・・熊本事業所の売却137,741千円であります。

２. 「当期減少額」の欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

３. 「当期末減価償却累計額又は償却累計額」の欄に、減損損失累計額が含まれております。

４. 無形固定資産の当該事業年度における増加額及び減少額がいずれも当該事業年度末における無形固定資産の

総額の５パーセント以下であるため「当期首残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を省略してお

ります。　

５. 長期前払費用は、費用の期間配分に係るものであり、償却と性格が異なるため、償却累計額、当期償却額に含め

ておりません。　
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【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 6,610 194,0091.18 －

１年以内に返済予定のリース債務 5,763 6,047 4.82 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 2,008,9451,486,3361.12平成25年～平成29年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 7,987 1,939 4.22平成25年～平成26年

その他有利子負債 － － － －

計 2,029,3051,688,332－ －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は

以下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 － － － －

リース債務　 1,728 211 － －

　平成23年７月19日に成立した事業再生ＡＤＲ手続における事業再生計画に基づき返済される長期借入金は

約定弁済額が設定されておらず、当社のキャッシュ・フロー状況に応じて返済されることから返済予定額が

確定していないため、長期借入金の返済予定金額を記載しておりません。

　

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 1,784 1,422 － 1,784 1,422

受注損失引当金 6,000 4,100 6,000 － 4,100

　（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替処理額であります。

【資産除去債務明細表】

　当事業年度期首及び当事業年度末における資産除去債務の金額が、当事業年度期首及び当事業年度末における

負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第125条の２の規定により記載を省略して

おります。　
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 499

預金 　

　普通預金 128,274

通知預金 113,717

外貨預金　 141,520

小計 383,511

合計 384,011

②　受取手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

ワイエイシイ（株） 45,210

日立造船（株） 25,081

九州三井アルミニウム工業（株） 14,093

芝浦メカトロニクス（株） 3,467

（株）ブイテックス 2,457

その他 13,883

合計 104,193

(ロ）期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成24年９月 4,950

10月 61,716

11月 19,147

12月 15,127

１月 3,251

合計 104,193
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③　売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

芝浦メカトロニクス（株） 20,466

（株）アルバック 19,999

日本発条（株） 15,871

日立造船（株） 11,634

内外テック（株） 6,195

その他 53,654

合計 127,822

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

266,068 1,152,4931,290,738 127,822 91.0 62.5

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。

④　製品

品目 金額（千円）

半導体製造装置関連部品 3,318

その他 500

合計 3,818

⑤　原材料

品目 金額（千円）

液晶製造装置関連部品 18

半導体製造装置関連部品　 63

その他 64

合計 146

⑥　仕掛品

品目 金額（千円）

液晶製造装置関連部品 4,226

太陽電池製造装置関連部品 99

半導体製造装置関連部品 9,730

その他 2,747

合計 16,804
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⑦　買掛金

相手先 金額（千円）

（株）熊防メタル 2,916

出水ダイキュー運輸（株） 1,318

阪東機工（株） 1,241

九州三井アルミニウム工業（株） 1,103

（株）エイチ・エー・ティー 779

その他 10,189

合計 17,548
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（３）【その他】

当事業年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高（千円） 362,348 623,368 862,4641,103,288

税引前四半期純利益金額又は税引前四半期（当

期）純損失金額（△）（千円）
45,349 △3,895 △15,085 △59,109

四半期純利益金額又は四半期（当期）純損失金額

（△）（千円）
44,288 △6,017 △18,024 △62,865

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半

期（当期）純損失金額（△）（円）
2,538.58△344.92△1,033.14△3,603.42

　

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半

期純損失金額（△）（円）
2,538.58△2,883.50△688.22△2,570.29
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第６【提出会社の株式事務の概要】
 

事業年度 ９月１日から８月31日まで

定時株主総会 11月中

基準日 ８月31日

剰余金の配当の基準日 ２月末日、８月31日

１単元の株式数 －株

単元未満株式の買取り 　

取扱場所 ──────

株主名簿管理人 ──────

取次所 ──────

買取手数料 ──────

公告掲載方法

電子公告の方法により行います。

ただし、電子公告によることができない事故その他やむを得ない事由が生じたとき

には、日本経済新聞に掲載して行います。

なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは以下のとおりで

す。

http://www.marumae.com/

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第24期）（自　平成22年９月１日　至　平成23年８月31日）平成23年11月28日九州財務局長に提出

(2) 有価証券報告書の訂正報告書及び確認書

平成23年11月28日九州財務局長に提出

事業年度（第24期）（自　平成22年９月１日　至　平成23年８月31日）の有価証券報告書に係わる訂正報告書及びそ

の確認書であります。

(3) 内部統制報告書及びその添付書類

平成23年11月28日九州財務局長に提出

(4) 四半期報告書及び確認書

（第25期第１四半期）（自　平成23年９月１日　至　平成23年11月30日）平成24年１月13日九州財務局長に提出

（第25期第２四半期）（自　平成23年12月１日　至　平成24年２月29日）平成24年４月13日九州財務局長に提出

（第25期第３四半期）（自　平成24年３月１日　至　平成24年５月31日）平成24年７月13日九州財務局長に提出

(5) 臨時報告書

平成23年12月２日九州財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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　 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 　

 平成24年11月22日

株式会社マルマエ  

 取締役会　御中  

 三優監査法人  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 鳥居　陽　　　印

 業務執行社員  公認会計士 堤　剣吾　　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社マルマエの平成23年９月１日から平成24年８月31日までの第25期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について

監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ

き監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法

人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸

表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、

監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社マ

ルマエの平成24年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社マルマエの平成24年８

月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係

る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に

準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施することを

求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に

基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果につ

いて経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、株式会社マルマエが平成24年８月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（※）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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